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第９６回総代会議案 

 

 

＜議事次第＞ 

 

 

開会の辞 

１． 理事長あいさつ 

２． 議長・議事運営委員選出 

３． 書記・議事録署名人任命 

４． 議案提案  

第 1 号議案 ２０１6 年度事業報告・決算及び欠損金処理（案）承認の件    

監査報告              

第 2 号議案 ２０１7 年度事業計画・予算（案）承認の件  

第 3 号議案 議案決議効力発生の件         

５． 討論 

６． 採決 

第 4 号議案 役員選挙の件            

閉会の辞 
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第１号議案 

２０１６年度事業報告・決算 

及び欠損金処理（案）承認の件 

（監査報告を含む） 

 

 

 

活動報告は別冊をご覧ください。 

そしき部活動報告 

Ｍ-プロジェクト活動報告 

KyudaiWalker 活動報告 

ＧＰ（芸工プレス）活動報告 

体育会総務活動紹介 
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＜２０１６年度事業報告＞ 

 

【１】２０１６年度の事業環境と基本方針 

１．２０１６年度は、ＧＤＰは緩やかに伸長していますが、総務省統計局家計調査２人以上世帯の消費支出は

４月以降マイナスが続いています。同調査による勤労世帯の収入２０１６年度前半が減少傾向でしたが、

後半はプラスに転じているので、消費支出の減少は、買い控え（購入意欲の減少？）傾向と考えられます。

一方消費者物価は、２０１６年（１－１２月）では、前年比０．１％マイナス、生鮮費やエネルギーが下落して

いるので、それらを除く物価がわずかに上昇していますが、日銀の政策目標は達成されていません。世界

的には政治の不安定化か、景気全体が不透明です。ＩＭＦの成長見通しでは、日本は２０１７年度０．８％、

２０１８年度０．５％で、先進国全体の２０１７年度１．９％、２０１８年度２．０％を大幅に下回っています。 

 

２．生協が行っている、学生生活実態調査（傾向地の把握）では、九大生の収入は下げ止また感があり、食

費の増加など見られます。しかし、一端減少した収入構造に大きな変化は見られません。奨学金の依存

度が高いところが気になるところです。 

 

３．九大生協の大きな課題は、２０１０年度から継続している黒字を拡大し、経営再建を安定軌道に乗せるこ

とが最大の課題でした。黒字を継続して生み出せる経営体力を作ることを目標にしています。 

① そのためにも、損益の改善する一部を原資とし組合員の利用結集を強化することを基本課題としま

す。 

1) 利用者の声に基づき事業の強化 

2) ポイント還元の利用拡大 還元額を４８０万円から５５０万円に拡大 

3) ミールプリペイドの普及の拡大（５万を使い切ることが前提ですが、対象としている食事・パン米

飯・食品・飲料は利用した価格の５％引きとなります） 

4)  組合員対象の割引企画 

通常期の毎水曜日の食事１０％割引、毎金曜日のタイムサービス食品１０％割引の継続、書籍の特

別割引企画の充実、まとめ買い企画の提案など 

5) 全学共通カードの生協プリペイド機能の利用場面の拡大  

6)  消費増税対応でライス分量の変更（減）をしましたが、２００８年～２００９年の全国的な大学食堂

値上げ時に価格を維持してきた政策を維持 

以上の施策により、組合員の利用結集を強め、経済的な貢献を強化することが課題でした。総供給

高は、箱崎理学系（移転のため）の減少などでマイナスを計画した。 

② また、現在の通常期の１日の利用平均利用人数は、１５０００人前後にとどまっており、組合員が１日に

平均１回利用する状況には至っていません。混雑緩和や魅力有る店舗づくりの強化により、引き続き

利用人数の増加をめざします。 

③ 安定経営のため収入に対応した投下労働の指標として適切な労働分配率（人件費を事業総剰余除し

た比率）を目標とします。 

     中期目標 合計 ６０％ 販売４０％ 食堂５５％ （複合５０％） 

     ２０１６年度目標 合計 ６５％ 販売４５％ 食堂６０％ （複合５５％） 

     ２０１５年度実績 合計 ６９．４％ 
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４．事業改善の重点として以下を掲げました。 

① 昼食時の混雑緩和 

② 教科書の採用活動の強化 

・カリュキュラムに基づく教員への受注活動をやりきる。 

・採用教科書（生協取扱）の一覧票を作成し、入荷案内の強化を行う。 

③ 販売系共通 

・利用に合わせた品揃の改善（文具・情報機器消耗品・日用品）をする。 

・学事や学部日でのキャンパス人口の変化に合わせた適切な仕入（パン弁当・飲料）を行う。 

・日生協商品の取扱の拡大により安全安心に加え、価格メリット拡大する。 

④ 食堂系共通 

・適温提供・均一な味など品質管理の強化 

・昼食時のスピード出食 

⑤ 学生の行動場面に即した旅行商品・自動車教習所などの提案  

 

 

【２】２０１６年度事業活動について 

２０１６年度は、経営再建を安定軌道に乗せる経営体質を作ることが引き続きの課題でしたが、４月に発生し

た熊本地震の影響もあり、上期は利用人数減少・損益の悪化が生じました。下期は、利用人数の増加と損益の

改善がありました。ただし、大学の公費利用が、特に２月で大幅な減少となりました。上向きつつあった日本経

済は世界経済の減速もあり、一部の大きな企業は大幅な黒字を出したようですが、国民生活全般では厳しく、

経営環境は引き続き厳しい年でもありました。 

１． ２０１６年度は、退職給付会計の継続を行い、大学への寄付分の計画通りの償却も継続しました。 

但し、上期の損益の悪化と、２月の公費供給の大幅減少のため、税引き後の最終黒字は２８０万円程度

となりました。 

 

２． 厳しい学生生活に貢献するため、２００８年度に値上げを回避した食堂価格を維持した考え方を踏襲し、

８％への消費増税に対する対応（ライス分量の変更（削減）による実質税込価格の値上げの他は、大半

のメニュー価格を据え置き）を継続しています。毎水曜日の食事１０％引き、毎金曜日の食品１０％引き

の組合員向けタイムサービスを継続しました。 

書籍の出版社特別割引の実施も前年以上に行いました。 

 

３． 生協の利用回数は、上期は理学部移転分を吸収できずマイナスでしたが、下期の伸長で、３万７５００回

の利用回数（人数）の増加し、年間の利用回数が３２３万回を超えることができました。理学系のキャンパ

ス移転（２０１５年下期）で、前期学期の箱崎理系の大幅減少がありましたが、Ｅ-Ｃａｆé の通年での営業や

下期の伊都コンビニ店の利用増、伊都キャンパス全体で、利用人数の確保を実現しています。 

毎水曜日の食事割引等、ミールプリペイドシステムなど、この間の生協の施策への支持があります。学調

の分析によると、食堂は施設問題（混雑）を除けば概ね支持されています。短時間での大量出食という食

堂の使命はありつつも、品質面での強化や選択の幅の拡大を引き続き重視することが求められていま

す。 

 

４． ２０１６年度の投資は、リブカの改装のほか、車輛や備品の買換えでした。 
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５． 投下労働の適切化に課題を残した店舗があり、抜本的な経営基盤の確立については、引き続きの課題

となっています。また、土日や早朝・夜間の定時職員の雇用がうまくいかず、正規職員の残業休日出勤

の対策が継続した課題です。 

 労働分配率（事業の基本的な収入である事業総剰余金に占める人件費の割合）では、学部の販売系

店舗での後退がありましたが、生協全体では、目標には届きませんでしたが、改善しました。 

    ＜労働分配率の目標と実績＞ 

     中期目標      合計 ６０％ 販売４０％ 食堂５５％ （複合５０％） 

     ２０１６年度目標  合計 ６５％ 販売４５％ 食堂６０％ （複合５５％） 

     ２０１６年度実績  合計 ６９．１％（２０１５年度実績６９．４％） 

 

 

６． ８年目となった全学共通ＩＣカードへの組合員機能（プリペイド・ミールプリペイド、ポイント）は、プリペイド

やミールプリペイドの利用が増加し、混雑緩和に貢献しています。生協電子マネー（プリペイド・ミールプ

リペイド）での生協店舗利用は、４５５７万円の増加で、合計で４億８０００万円となりました。バスなど含め

ると、５億９千万円の利用となっています。 

 ２０１６年度は理学系のモスバーガーでも使用できるようになりました。専用のダウンロードチャージ機の

増設を行っていますが、ポイントやミールプリペイドのプレミア分のダウンロードの周知が、引き続きの課

題です。 

 

【３】２０１６年度のエポック 

1. 施設公募では、既存施設２件を継続して選定され、２０１８年度開業施設では、農学系（食堂・書店・売

店、書店売店は統一運営）・文系（食堂・売店・カフェ）の運営事業者に選定されました。 

２０１８年４月開業の大橋の売店は運営事業者に選定されましたが、残念ながら食堂は別の事業者が選

定されました。 

2. 九大グッズの開発が進みました。 

アートチェンジンジタンブラー、 Ｑ－ｂｉｔ（そしき部開発）、クッキー（銀座コロンバン）、高級ボールペン

（京セラセラミックボールペン）、 鹿児島ハイボール、高級ボールペン＆シャープペン、九大ぷくぷくシ

ール、九大山川カレー 

3. 開学祭で九州大学から感謝状表彰されました。 

２０１５年の亭亭舎・皎皎舎店寄付に対してです。 

4. ２０１７年度４月１日から九大カード発行されます。 

２０１７年４月からの発行分の生協のＴＵＯカードから卒業時に切り替えができます。 

 

 

【４】２０１６年度決算 

１．２０１６年度決算の概要 

１） ２０１６年度は、２８６万円の最終黒字となりました。予算は、最終剰余は１３８９万円でした。 

２０１６年度の総供給高（書籍の供給を定価で計算）は、２８億６０万円でした。この間の利用傾向通り

旅行の取扱が減少しました。利用人数の伸長による食堂や食品関係の利用増がありましたが、公費

利用の減少などで、前年比較で９０３万円減少しました。予算比較では１１２４万円上回りました。食堂

部門の供給高は、前年比で１２１０万円増でした。書籍分野は、今後利用増対策が課題となります（１

４６３万円減少）。 

- 6 -



２） ミールプリペイドの値引き（プレミア分）は、前年比較で１７万円の増加でした。書籍の値引きは、３８１２

万円で前年を４８万円下回りました。 

３） 食堂や食品関係分類の伸長のため、供給剰余高は前年比・予算比とも増加しました。（前年比５３５万

円増、予算比７５０万円増）。その他の事業収入は不動産斡旋手数料の減少でした。事業活動の基

本的な収入（事業総剰余）は、予算を７２万円、前年実績を３２万円上回りました。 

４） 人件費では、定時職員給与の大幅増加で、予算を５２４万円上回りました。前年比では、１９０万円の

マイナスです。定時職員給与は、利用者数の増加に応じた投下労働の増加です。ベースの改訂もあ

りました。協奏館売店・Ｅ-Ｃａｆé の通年営業、前期のビッグオレンジ書店から皎皎舎への拡大などで

増加しました。箱崎理系は、前期利用増・後期理学部移転で、利用減で投下労働も減少しています。

土日祝日や夜営業の定時職員確保の苦戦し、正規職員の時間外労働削減が課題です。正規職員

は中途で５名の採用を行いましたが、定年などの退職や育児などの休職もあり通年でみた場合、予

算人数を下回っています。 

５） 物件費は、２０１５年度が投資費用の単年度経費支出などで大幅に増加したため、前年比では、３９１

８万円減少しました。予算比較では、６８３万円オバーしました。減価償却では、２００９年度分の一括

償却資産の償却を完了させましたが、その代わり、一部費用計上を先送りしました。 

６） 事業剰余高は１０７万円の赤字、事業外収支と特別損益や法人住民税税含めた、当期剰余金は２８６

万円の最終黒字となりました。 

７） 利用人数は、３万７５００人（回）増加となり、最高を更新しています。理学系の施設は生協運営となりま

せんでしたが、箱崎の落ち込みを伊都地区でカバーしました。 

８） 財務内容では、１月に２１００万円の借入を行いましたが、年度末で借入はありません。２０１５年度は、

最高で１億１８００万円、年度末で７９５０万円の借入がありました。２０１８年度は大きな投資があること

から、基本的な黒字経営体質の確立と財務内容のより一層の適切化を目指す必要があります。 

 

【５】組合員の利用状況（店舗別）  

箱崎 理系地区  

＜中央食堂＞ 利用人数７８，７０５人（前年１５７，１３６人 △７８，４３１人） 

理学部移転の影響で大幅減を計画していました。コンパやパーティ利用も減少です。 

２０１７年度は、店舗の立地（建築学科・本部事務局などに隣接）から、営業継続をめざしています。 

＜農学部６号館＞ 利用人数４５４，２４８人（前年５６９，５１２人 △１１５，２６４人） 

       農購買書籍店 利用人数 ２７２，７３１人（前年３４６，９３７人 △７４，２０６人） 

       理農食堂   利用人数 １８１，５１７人（前年２２２，５７５人 △４１，０５８人） 

理学部移転の影響で大幅減を計画していました。食堂は、一昨年８月から朝食提供を中止しました。

購買書籍では、大学本部の移転進行に伴い、公費が減少しています。 

２０１７年度は、理学部移転後の需要を正確に把握し、また、秋の法科大学院の六本松移転もあり、

売店での適切な仕入、食堂の間帯別の出食計画の適正化が課題です。事業の継続のため適切なメ

ニュー数の設定を行います。メニューは少し減りますが、品質管理と事業継続とご理解ください。  
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箱崎 文系地区  

＜文系購買書籍店＞ 利用人数 ５６，１７５人（前年５８，２４５人 △２，０７０人） 

理学部生も利用していたのか、利用人数減少となっています。今後の移転の影響か、公費の利用が

減少しました。 

２０１７度は、九大生協の書籍の旗艦店として一層品揃えを充実させるとともに、他の書籍取扱店のサ

ポートを強化します。また、文具・ＯＡサプライ・食品等の品揃を強化します。法科大学院の移転があ

ります。 

＜文系食堂＞ 利用人数 １９３，９５１人（前年１９５，５４１人 △１，５９０人） 

前期の減少を取り戻せなかったです。 

２０１７年度は、ピーク時の対応強化を行います。 

医系地区 

＜医系購買書籍店＞ 利用人数２５４，７９０人（前年２６３，５１６人 △８，７２６人） 

保健学科の学部専攻日がなくなりました。２０１６年１月から研究者関係の減少があったようです。 

２０１７年度は、引き続き書籍の競争対策や品揃えの改善を行っていきます。店舗レイアウトの見直し

を検討します。 

＜医系食堂＞ 利用人数 ２３３，０１９人（前年２３９，８８８人 △１，５９０人） 

保健学科の学部専攻日がなくなりました。２０１６年１月から研究者関係の減少があったようです。現

在の施設に移転後初めて利用人数の減少となりました。欠員の発生と中期的な利用人数増により一

部メニューをカットせざるを得なくなっています。２０１７年度は、メニューの見直しやプレゼンの改善を

図ります。 

 

筑紫地区 

＜筑紫店＞ 利用人数５４，９００人（前年５８，０１３人 △３，１１３人） 

競争環境が厳しく２年連続の利用人数減でした。公費の利用が減少しました。 

２０１７年度は、水曜日のパン米飯割引を継続します。また、大学院生に向けた品揃えの強化が課題

です。 

大橋地区 

＜大橋店＞ 利用人数１０８，２５７人（前年１０９，３９２人 △１，１３５人） 

上期の利用人数は前年をわりました。食堂の利用増ですが、売店が減少しています。 

２０１７年度は、食堂のメニューの改善を行っていきます。利用増を計画します。 

また、２０１８年新店オープンですが、売店は生協が選定されましたが、食堂は他の事業者が選定さ

れました。 

   

伊都キャンパスウエスト地区 

＜伊都コンビニ店＞ 利用人数 ５２３，６３３人（前年５２３，６６０人 △２７人） 

Ｅ-Ｃａｆé の一昨年の１０月開店の影響もあり、上期は利用人数減少でしたが、下期増加で、通年では

微減となりました。供給高は公費が減少でした。下期回復していますが、上期にパン米飯などが減少

しています。書籍は皎皎舎店の影響か減少です。 

２０１７年度は、生協内での競争となっていますが、ウエスト地区の旗艦店として品揃えの改善を行い

ます。 
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＜あかでみっくらんたん＞ 利用人数 ４７，５２１人（前年５２，１７６人 △４，６５５人） 

上期がＥ-Ｃａｆé の通年営業の影響で減少となりました。下期は復調気味です 

２０１７年度は、基本的なメニューの改善を行います。中間閉店を実施します。 

＜Ｅ-Ｃａｆé＞ 利用人数 １７１，６５８人（前年４８，２５９人 ＋１２３，３９９人） 

一昨年１０月開業です。特に下期は、１０００人を超える利用の日が目立ちました。 

２０１７年は、メニューを充実させること、バーべキュー対応などが課題です。 

５月１日から、キャンパスコモンでのバーベキュー場所の受付実務を引き受けます。 

 

伊都センター地区 

＜皎皎舎店＞ 利用人数 ２１３，７７０人（前年１０２，３５１人 ＋１１１，４１９人） 

２０１５年秋からの営業です（旧ビッグオレンジ書店の業務を引き継いでいます。通年営業のため、大

幅に利用者が増加しました。 

２０１７年は認知度のアップが課題です。九大生協で一番大きな店舗です。行っている事業の認知度

の向上と事業の充実が課題です。 

 ビッグオレンジ 

＜レストラン＞ 利用人数 ９，５６７人（前年８，５３９人 ＋１，３７３人） 

パーティ利用も増加しています。特に水曜日の１０％引き時に利用が増加しています。 

２０１７年は、生協運営の飲食店の中では比較的昼食時の混雑の少ない店舗なので、利用の増加の

模索を行います。 

食 堂 

＜ビッグさんど＞ 利用人数６６９，３５２人（前年６４１，１７６人 ＋２８，１７６人） 

 うち、リブカ分（５月から単独で計上 １４，８４５人） 

＜クアシス＞ 利用人数１５１，124 人（前年１５７，３９９人 △６，２７５人） 

  合計 ８２０，４７６人（前年７９８，５７５ ＋２１，９０１人） 

閑散期と土日祝日の利用増、教職員利用率のアップ等でわずかですけどプラスになりました。皎皎

舎店の利用増のため、飲料や食品などの利用が移動しています。また、休暇期間中の学会での利用

がありました。 

２０１７年度は、混雑緩和対策が大きな課題です。メニューの充実などを行います。 
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２０１６年度事業報告書 

 
I. 事業報告書 

1. 組合の事業活動の概況に関する事項 

2. 組合の運営組織の状況に関する事項 

3. その他組合の状況に関する重要な事項 

II. 事業報告書の附属明細書 

1. 役員報酬の状況 

2. 役員の他の法人等における兼職の状況 

3. 組合と役員との間の利益が相反する取引の明細 

4. 事業連合に関する事項 

5. その他事業報告書の内容を補足する重要な事項 

III. 決算関係書類 

1. 貸借対照表 

2. 損益計算書 

3. 剰余金処分案（損失処理案） 

4. 注記事項 

IV. 決算関係書類の附属明細書 

1. 資本及び借入金の状況 

2. 固定資産の明細 

3. 関係団体出資金の明細 

4. 引当金の明細 

5. 事業経費の明細 

6. キャッシュ・フロー計算書 

7. 主要な事業に係る資産及び負債の内容その他の決算関係書類の内容を補足する重要な事項 

V.  (監事)監査報告書 
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Ⅰ　事業報告書 2016年3月1日から2017年2月28日まで
福岡県　福岡市　東区区　箱崎　６－１０－１

九州大学生活協同組合
理事長　矢原　徹一

1　組合の事業活動の概況に関する事項

（１）事業年度の末日における重要な事業活動の内容
主　な　事　業　品　目　等

（２）事業の経過及びその成果並びに対処すべき重要な課題
１．事業の経過及びその成果
（１）事業方針
　１）黒字決算を継続でいる経営体質を確立するが大きな課題でした。

熊本地震の影響もあり、上期に収入減少がありました。
　２）経営改善の一部を利用者に還元し、厳しい学生生活への経済的な貢献を強化する。　　　

①利用者の声を重視した改善、②ポイント還元、③ミール利用者の拡大、④組合員対象割引の
強化　⑤全学共通ＩＣカードの生協電子マネーの利用条件整備を進めます。

　２）引き続き、昼食時の混雑緩和と書籍事業を重視し、利用人数の拡大をめざす。　　　
　３）安定経営のため収入に対応した投下労働の指標として適切な労働分配率を目標とする。
　４）事業の重点課題として、①混雑緩和、②教科書採用活動の強化、③販売系共通として、品揃え
　　の改善と、学部専攻日や学事に対応した適切な仕入、④食堂共通として、適温提供・品質管理の
　　強化、⑤学生の行動場面に即した旅行商品・自動車教習所などの提案、を行う。
（２）経済および事業環境

2016年（４月～12月）は、ＧＤＰは緩やかに成長しましたが、家計支出は低迷しています。2016年
（1月～12月）は総合で0.１％の下落、食品・エネルギーでは値下がりのため、その他の物価は少
し値上りした。政府日銀の２％目標には届かず。世界経済は政治の透明さから先行きに懸念があり
ます。小売り業界では、大手スーパー百貨店が後退し、コンビニエンス業界でも既存店が苦戦して
います。学生実態調査によると、九大生の収入は下げ止まがったが、厳しい状況は続いてます。

（３）事業の状況
１）食堂や食品関係の伸長（利用人数増）・教習所の斡旋で増加がありました。公費の減や自販機

の制度変更の通年化のため総供給高は、前年を904万円下回りましたが、予算を1134万円上回っ
た。旅行・書籍は減少。利用人数は、9.5万人伸長し、323万人となった。

２）供給剰余高は、食堂等の伸長で、前年比535万円増加（予算比では750万円増加）。その他の事
業収入は、不動産手数料の減少。人件費・物件費は前年比では大幅減少、物件費は予算を超過。
税引後損益は２８６万円の黒字となりました。

（４）業績
　　ⅰ）組合員数および出資金

2016年2月末日の組合員数は22,798人で、前年比では697人増加。
同日の出資金総額は、４億7029万円で、前年比では1294万円の増加

　　ⅱ）供給事業
総供給高は、28億62万円で、前年比で904万円減少、予算費で1134万円増加。
前年比較では、食堂・教習所斡旋・情報機器が伸長し、旅行事業・書籍事業が減少した。
供給剰余高は6億2008万円で、前年比で前年比535万円増加（予算では750万円プラス）

　　ⅲ）その他の事業　　不動産手数料の減少で、前年・予算割れとなった。
　　ⅳ）事業経費

事業経費は、7億694万円。人件費は4億8757万円。前年を194万円下回り、予算を524万円上回
　る。物件費は、2億1937万円で、前年比で3895万円下回り、予算比706万円増加。

　　ⅴ）事業外損益
　事業外収入は1483万円、事業外の支出は695万円。前年は建物寄附分の償却は雑損失で実施。

　　ⅵ）特別損益
出資金の整理益を特別利益で計上、建物寄付分の償却は特別損失で計上。
特別利益は、1139万円、特別損出は1400万円。

　　ⅶ）当期剰余金
税引き後の当期剰余金は２８６万円の黒字となった。

２）対処すべき重要な課題　事業の展望と課題
累積欠損の確実な解消
2009年の大型投資の償却費用は、終了に近づく。亭亭舎・皎皎舎の寄付分等の償却を確実に行
い、今後の施設投資費用のねん出を行う財務面含めた経営改善の継続が必要。
利用人数は継続して増加している。組合員への還元を利用に結び付けることを継続していく。

その他

サービス提供 国内・海外旅行等の旅行業務を取り扱う事業。アパート・下宿の斡旋および
管理する事業。保険を斡旋する事業。その他日常生活に必要なサービスを提
供する事業。
組合員に食事を提供する事業。

作成 2017年4月5日

事　業　種　目
物品供給 書籍、文具、教育機器、衣料品、電気製品、家具、その他組合員の日常生活

に必要な物資を供給する事業。

備付 2017年4月5日

組合員のための生命共済、火災共済の業務受託事業。
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①直前３事業年度の財産及び損益の状況 単位：（千）円

②供給事業の状況表
ⅰ）部門別・業態別供給高の状況 単位：（千）円

ⅱ）供給高の事業所別内訳 単位：（千）円

※　2015年に、皎皎舎は9月に伊都書店から移設、協奏館4月・Ｅ-Ｃａｆé10月オープン
※　クアシスのナビさんの供給を印刷店で相殺、新契約自販機6700万円は供給計上していない。
※　プラザ店のマイナスは、ミールのプレミア分を食堂供給の割引として計上。
※　2014年に、理農食堂は理農店から、レストランは伊都書店（現皎皎舎）損益分離。

③受託共済事業状況表
１）加入者数の状況

　　共　済　事　業　の　種　類 契　　約　　件　　数

生命共済 大学生協共済連

火災共済 大学生協共済連

２）元受団体共済掛金及び共済金支払の状況

共済事業の種類 当年度 前年度 前年比 当年度 前年度 前年比

63.0%80.0%

共済金支払件数

元受団体名 契約型 当年度

86.1%92.9%368 58,08450,034

15

411 60,677

1,636

51,670

2,593

リブカ 2,676

前年比

91,113 88,389

68,489中央食堂

16,195

KT,KY型 7,767

学生総合共済

合　計

A、G、M型 8,367 102.3%

元受団体名

大学生協共済連生命共済

元受団体共済掛金

A、G、M型

契約型

104,641107,306

火災共済

122,880

KT,KY型 15,51215,574

小　計 7,828

大学生協共済連

合　計

13

120,153

当年度 前年度

100.1%

小　計 8,367

共済金支払金額

381

396

55,366

-7,091

86,454

54,924

794,647

473,157

4,127

411,524

-8,265

大橋店

皎皎舎（伊都書店） 519,366 627,227 675,554

印刷店 2,062

70,292 57,121

理農店 484,252 236,694

医系販売系 459,870

87,639

318,807

445,319

筑紫店 92,193

物販部門 1,452,810 1,484,850

食堂部門 423,501 457,109

合計 2,784,679

-6,640

196,050

1,411,714

396,573

367,972

理農食堂 83,642 79,914 65,029

協奏館店

64,026 51,626 26,861

プラザ店 2,123 2,339 -13,464 -14,158

185,183

本年度

伊都コンビニ店 474,880 476,390 486,555

100,422

項　　　　目 2013年度 2014年度 2015年度

2,875,168 2,809,640 2,800,602

旅行/ｻｰﾋﾞｽ部門 394,759 432,178 441,042 438,176

項　　　　目 2013年度 2014年度 2015年度 本年度

473,964 486,063

1,415,556

2,800,602

620,086

85,566

6,953

書籍部門 513,609 501,031 477,907 463,275

73,240

737,243

88,848

5,255

663,053

93,209

22,101

465,353

2,809,640

614,728

90,598

本年度

21,771

460,089

2,736,470

596,211

93,155

21,702

458,166

22,798

478,293

純資産

2013年度 2014年度

その他事業収入

-43,758

790,823

68,026

85,410

項　　　　目

組合員数

出資金額

供給高

利用事業収入

2,826,348

634,362

経常剰余金

2015年度

-9,786

614,778総資産

17,355

文系食堂 48,618 46,048 52,275 52,222

43,924

226,178 237,206
10,701 11,751

クアシス 27,851 42,339 43,644 44,044
19,084

自販機 57,757 53,491 8,090 884
2,809,640 2,800,602合計 2,785,662 2,875,168

レストラン 10,747

あかでみっくらんたん 5,227 18,049
ビッグさんど 177,409 205,625

医系食堂 85,443 87,741

5,062

Ｅ-Ｃａｆé 11,947

文系購買書籍店 209,830 193,310
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③受託共済事業状況表
１）加入者数の状況

　　共　済　事　業　の　種　類 契　　約　　件　　数

２）元受団体共済掛金及び共済金支払の状況

共済事業の種類

368

8,367

7,767

7,828

元受団体名 契約型

大学生協 A、G、M型学生総合共済

小　計

当年度

8,367

共済連

生命共済

小　計

火災共済 大学生協 KV型

共済連

元受団体名 契約型 前年度前年度 当年度 前年比 当年度 前年度 前年比

元受団体共済掛金 共済金支払件数 共済金支払金額

当年度

合　計

G,J,R,S型生命

共済

火災 大学生協 KT,KY型

大学生協

共済 共済連

共済連

107,306

15,574

104,641

15,512 13

396

15

92.9%

80.0%

50,034

1,636

58,084

2,593

合　計

86.1%

63.0%

前年比

102.3%

100.1%
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（３）増資および資金の借入その他の資金調達状況
資金調達内訳表 単位：（千）円

（４）組合が所有する施設の建設または回収その他の設備投資状況

設備投資概況表

（５）他の法人との業務上の提携
他の法人との業務上の提携

（６）他の会社を子法人等および関連会社等とすることとなる場合における当該他の会社の株式または持ち分の取得

新規出資子法人および関連法人等

該当する事項はありません。

（７）事業の全部または一部の譲渡または譲り受け、合併その他の組織の再編成

該当する事項はありません。

（８）教育事業等の状況

教育事業等の状況 単位：（千）円

教育事業等の使途

合　　計 0

科　目 内　容 金　額
該当なし 0

摘要
大学生協九州事業連合 福岡県福岡市博多区千代2-21-1 業務委託

当期に繰り越された教育事業等繰越金 0
項　　目 金　額

業務提携先 所在地・内容

ビッグさんどＩＨフライヤー 福岡市西区元岡 購入2016年１２月
皎皎舎店厨房扉付け替え 福岡市西区元岡 購入2016年１２月

給与システム端末 福岡市東区箱崎 購入2016年１０月
医食台下冷蔵庫 福岡市東区馬出 購入2016年１１月

福岡市西区元岡 購入2016年６月

給与システム改修 福岡市東区箱崎 購入2016年１０月
購入2016年６月

本部扱い車輌

本部扱い車輌

カラーコピー機本部扱い

福岡市東区箱崎 購入2016年６月

福岡市東区箱崎

伊都コンビニ店電子レンジ 福岡市西区元岡 購入2016年６月
Ｅ-Ｃａｆé冷凍庫

金融機関 0

その他

調達方法 金額

出資金 478,293

福岡市西区元岡 購入2016年４月

ビッグさんど目隠し壁

パン工房コーヒーマシーン

リブカ改装

本部扱い車輌 福岡市東区箱崎 購入2016年５月

福岡市東区箱崎 購入2016年４月

所在地・内容

福岡市西区元岡 購入2016年３月

福岡市西区元岡 購入2016年３月

設備名 摘要
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２　組合の運営組織の状況に関する事項

（１）前事業年度における総代会の開催状況

名

名

名

名

名

(注)　総代選挙は、総代選挙規約にもとづいて行なわれ、２２５人の定数に対して２０７人が立候補し、
　選挙の結果、当初選挙は２０１６年５月７日に当選人が公告され、補欠選挙結果は選挙区毎に順次

公告された。

（２）組合員に関する事項

組合員出資金増減表

（３）役員に関する事項

１）役員一覧表

（代表理事） 理学研究院教授

法学研究院教授

（代表理事）

工学部学生・そしき部

経済部学生・そしき部

理学部学生・そしき部

理学部学生・そしき部

医学研究院教授

清野　聡子 工学研究院准教授

人間環境学研究院准教授

農学研究院助教

総合理工学研究院助教

基幹教育院助教

図書館専門員

文学部学生　 体育会総務

芸術工学部学生 ＧＰ

理学部学生　 Mプロジェクト

九大ウォーカー

そしき部

そしき部

そしき部

そしき部

文学部学生　 そしき部

大学生協九州事業連合専務理事

監　　事 大学文書館教授

理学研究院助教

学務部学生支援課

法務学府院生

工学部　学生

第３号議案　子会社設立の件

第４号議案　議案効発生の件

第５号議案　役員選挙の件

承認可決

承認可決

承認可決

承認可決

全員信任

当期末現在

区　　分 人員（人） 口数（口） 組合員出資金総額（円） 一人当組合員出資金額（円）

前期末現在 22,101 2,326,764 465,352,800

2012年５月より副理事長

当期増加分 3,361 360,590 72,118,000

氏　名 担当 就任年月日 略歴等

野上　佳則 2009年5月30日 2009年５月より常務理事

理 事 長 矢原　徹一 1997年5月24日 2003年５月より理事長

副理事長 出水　薫 2012年5月26日

〃 松永　康平 副そしき部長 2016年5月28日 2016年５月より常任理事

専務理事 巣内　秀則 2007年5月26日 2007年５月より専務理事

常務理事

〃 田島　里彩 2016年5月28日 2016年９月より常任理事

〃 北島　伸一郎 2016年5月28日 2016年９月より常任理事

理　　事 神野　　尚三 2012年5月26日

〃 2016年5月28日

〃 志賀　勉　 2007年5月26日

〃 佐藤　剛史 2007年5月26日

〃 茂木　孝一 2009年5月30日

〃 巣山　慶太郎 2015年5月30日

〃 堀　　優子 2013年5月25日

〃 吉野　雅耶 2016年5月28日

〃 一ノ瀬なつみ 2016年5月28日

〃 和田　直樹 2016年5月28日

〃 竹林　雄樹 2015年5月30日 農学部学生

〃 森崎　将 2013年5月25日 理学部学生

〃 利光　侑斗 2014年5月31日 法学部学生

〃 桜江　里佳子 2016年5月28日 理学部学生

〃 吉瀬　流星 2015年5月30日 理学部学生

〃 藤江　太郎 2015年5月30日

〃 小林　睦生 2010年5月29日

折田　悦郎 代表監事 2004年5月29日

〃 藤原　学 2009年5月30日

〃 黒岩　由美 2014年5月31日

〃 宮國　航平 2014年5月31日

〃 豊原　悠作 2014年5月31日

総（代）会開催日 ２０１６年　５月２８日

総代会日現在総代数 205

本人 47

出席総代組合員数 代理人(委任） 27

書面 99

計 173

（重要な議事、議決事項および議決状況）

第１号議案　２０１５年度事業報告・決算及び欠損金処理案承認の件

第２号議案　２０１６年度事業計画及び予算案承認の件

当期減少分 2,664 295,891 59,178,200

21,056

22,798 2,391,463 478,292,600 20,980

役　　名

常任理事 加藤　大季 そしき部長 2016年5月28日 2016年５月より常任理事
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２）辞任した役員

（４）職員数およびその増減その他の職員の状況

職員状況表

（４）職員数およびその増減その他の職員の状況

職員状況表

名 名 才 ヶ月

年 ヶ月

時間 時間

（ 名） （ 名）

名 名

（注１）定時職員の総人数は、年間２０００時間で正規1名と換算

（５）業務の運営の組織に関する事項

１）運営組織図

２）経営組織図

当期末数
平均年令

平均勤続年数

理事

区　分 前期末数

定時職員

10

11 4

理由

例)大学移籍のための組合員資格喪失

役　名 氏　名 辞任時期

23 26 43

282,739 297,141

(総数） 198 196

正規換算 141.6 148.6

嘱託職員 時間数

正規職員
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（６）施設の設置状況に関する事項

＜九州大学からの借用施設＞

ホール

伊都コンビニ店

※伊都コンビニ店の建物は生協負担で建築したものです。

＜自己所有＞

昭和５１年７月 プレハブ

昭和５１年７月

49 198 247 68

1,519

1,881 4,131

福岡市西区元岡

40

Ｅ-Ｃａｆé 平成27年 平成27年 鉄骨造

協奏館店 平成26年 平成27年 鉄骨造 40

総合計 917

小計

地区・所在地 施設名 取得・建築 構造 面積（㎡）

福岡市東区箱崎 生協本部倉庫
202.27

土地 515.00

672 8,485 2,973

48.1 62.7 36

691 937 2,150 24 3,995

470

あかでみっくら
んたん

平成1８年 平成25年 プレハブ 14.62

9 14 40

皎皎舎 平成27年 平成27年 木造 470

Libca 平成21年 平成21年 鉄骨造 5

122

テラス 12

48

Big Orange
Restaurant

平成17年 平成21年
プレハブ 121 362 482

306 426 152

テラス

665 918 466

ＱＡＳＩＳ 平成21年 平成21年
鉄骨造 120

ビッグさんど
（１階）

平成21年 平成21年 鉄骨造 254

1,156 563

テラス 52 245 80

181

ビッグさんど
（地下１階）

平成21年 平成21年
鉄骨造 371 770 15

130

伊都 平成18年 平成18年 鉄骨造 181

130

春日市春日公園 小計 130

筑紫地区 筑紫店 平成17年 RC造 130

小計 60 79 153 42 334 108

108

福岡市南区塩原 芸工店 平成16年 RC造 60 60

368

大橋地区 芸工食堂 平成16年 RC造 79 153 42 274

705 17 928 368

小計 245 206 705 38 1,194

21 266

福岡市東区馬出 医系食堂 平成20年 RC造 206

病院地区 医系購買書籍店 平成20年 RC造 245

小計 482 478 1,123 568 2,651 978

400

生協本部 昭和 3年 昭和43年 木造 417 417

260

中央食堂 昭和42年 昭和43年 RC造 52 269 445 58 824

理農店 昭和13年 昭和50年 RC造 165 130 393 93 781

64

文系購買書籍 平成４年 平成４年 プレハブ 198 198

木造 67 96 163

154

福岡市東区箱崎

テラス 100

平成19年

席数

箱崎地区
文系食堂 昭和37年 平成４年

木造 79 189 268

地区名所在地 食堂・店舗名 建築年度 設置年度 構造
面積（㎡）

店舗 厨房 ホール 小計

食品売店 昭和38年

付属室
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（７）事業連合の状況に関する事項

１）事業連合の概要

連合会名 生活協同組合連合会大学生活協同組合九州事業連合

設　　立 1992年6月16日

事業内容 （１）会員の組合員の生活に必要な物資を購入し、これに加工し又は生産して組合員に

供給する事業

（２）会員の組合員の生活の改善及び文化の向上を図る業務

（３）会員の組合員及び役職員ならびに本会の役職員の組合事業に関する知識の向上

を図る事業

（４）会員の組合員のための旅行業法に基づく旅行業に関する事業

（５）会員の事業の指導、連絡並びに調整に関する事業

（６）会員の利用に供する計算、運輸、サービスに関する業務

（７）会員の事業に必要な調査研究及び一般情報を提供する事業

（８）前各号の事業に附帯する事業

設立の理由 組合員の自主的で民主的な運動を基盤にしながら、各生協のもつ事業力量を結集

し、商品仕入の集中化と商品取引条件の改善、商品開発の推進、高度な専門力量

をもった担当者の育成と集中による商品力の強化、組合員の店舗としての運営力

の強化、経理業務の共同、事業経営管理の指導強化などによる事業経営のレベル

アップ・革新など、事業連帯を具体化する目的で設立しました。

事業連合は会員生協の総意のもとに会員生協の事業活動の一部を共同し、より

効果的・効率的に事業を推進します。また、お互いがその経験を交流し学び合う

なかで、事業活動の量・質ともに発展させて、組合員の生活・文化の向上に貢献

することをめざします。

出資金及び総口数 千円 口

生協の出資額及び口数 千円 口

決算月日 2016年2月29日

出資生協 北九州大学 540口 長崎大学 1150口 鹿児島大学 2110口

九州工業大学 740口 純心大学 10口 琉球大学 900口

福岡県立大学 10口 長県シ－ボルト大学10口 沖縄大学 80口

福岡女子大学 70口 大分大学 600口 九州国際大学 10口

福岡教育大学 10口 熊本大学 1010口 西南女学院大学 10口

九州大学 2510口 熊本アカデミア 10口 福岡インカレ 10口

西南学院大学 550口 宮崎大学 600口

佐賀大学 730口 南九州学園大学 10口

長県佐世保大学 190口 鹿児島県立短期大学70口

生協の関係役員 理事 理事 理事

山下　毅 北九大生協 南條　晃 大分大生協 山城　秀麿 琉球大生協

後藤　良平 福教大生協 尻枝　太 宮崎大生協 佐藤　宗治 事業連合理事長

上田　耕次 九工大生協 田村　達哉 鹿児島大生協 小林　陸生 事業連合専従

大塚　龍子 福女大生協 金子　道彦 琉球大生協 監事

野上　佳則 九州大生協 小田部　荘司 九工大生協 宮國　航平 九州大生協

板橋　庄八 西南大生協 矢原　徹一 九州大生協 有川　誠 福教大生協

竹山　英紀 佐賀大生協 安藤　新二 熊本大生協 山田　利博 宮崎大生協

伊東　治道 長崎大生協 荒川　修 長崎大生協 坂本　育生 鹿児島大生協

影井　俊雄 長県大生協 清水　洋一 琉球大生協

熊澤　典良 鹿児島大生協 　

（注）出資金及び総口数ならびに出資生協は2017年2月28日現在です。

119,400 11,940

25,100 2,510
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２）事業連合の決算概況

連合会名：生活協同組合連合会大学生活協同組合九州事業連合

科目＼決算期

資産の部 流動資産

固定資産

資産合計

負債の部 流動負債

固定負債

負債合計

資本の部 出資金

法定準備金

目的積立金

剰余金

純資産合計

損益の状況 自2016年3月1日 至2017年2月28日

単位:(千)円

科目

供給高

供給剰余

事業総剰余

経常剰余

法人税など

当期剰余金

当期未処分剰余

３）事業連合との取引等の状況 単位:(千)円

（８）その他組合の運営組織の状況に関する重要な事項

２０１７年２月の理事会で「内部統制に関する基本方針」を議決しました。

３　その他組合の状況に関する重要な事項

2017年2月28日

６．監事監査がいっそう有効に行われるための環境を整備します。

１．理事および職員の職務執行が、法令・定款などに適合することを確保します。

２．理事および職員の職務執行に関わる情報の保存および管理を適正に行います。

３．理事および職員の職務執行が効率的に行われるようにします。

４．損失の危険の管理を行います。

５．財務報告を適正に作成します。 

取引の内容

取引高

総仕入高対取引高率（％）

物販およびサービス商品等の仕入

1,679,406,186

78.4%

負債及び純資産合計 5,269,737

98,855

293,805

5,113,337

156,400

5,269,737

4,818,858

157,074

4,975,932

99,097

（注）上記の損益計算書は、当事業報告書作成時点では、九州事業連合の総会の議決を経ていませんの
で確定していませんが、事業連合代表理事から示された決算関係書類にもとづいて記載しています。

（注）上記の貸借対照表は、当事業報告書作成時点では、九州事業連合の総会の議決を経ていませんので確定
していませんが、事業連合代表理事から示された決算関係書類にもとづいて記載しています。

金　額

11,223,991

30,059

524,340

29,706

9,191

36,515

119,400

15,550

60,000
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１　役員報酬等の状況
（１）役員報酬明細 単位：(千）円

（２）役員退職金明細 単位：(千）円

２　役員の他の法人等における兼業の状況

３　組合と役員との間の利益が相反する取引の明細 単位：(千）円

４　事業連合に関する事項
　 事業連合に対する債権・債務明細表

①債権明細表 単位：(千）円

②　債務明細表 単位：(千）円

５　その他の事業報告書の内容を補足する重要な事項
特になし

該当なし

取引の内容

理 事

該当なし

取 引 金 額

兼 務 先 名 兼務先での役職名
代表権の
有 無

取引の内容および金額

役職名・氏名

該当なし

監 事

合 計

区 分

理 事

5

30

該当なし

該当なし監 事

25

氏 名

定 款 上 の
定 員 (人 )

監 事

区 分

Ⅱ　2015年度事業報告書の附属明細書

25

区 分

理 事

定 款 上 の
定 員 (人 )

合 計 14,857

摘 要

1385

短期債権

1,539

報 酬 等
支 払 額

14,657

200

区 分

事業連合前渡金 0 0

当期増減額

1385

期首残高 期末残高

合 計

支 払 人 員
( 人 )

25

55

合 計

報 酬 等
支 払 額

摘 要

当期取引額 前期末残高 当期末残高 当期増減額

常勤・非常
勤 の 別

事業連合未収金

0

-154

短期債権

期首残高 期末残高 当期増減額

-1541,539

買掛金（事業連合）

短期借入金

208,682 180,730 -27,952

区 分

212,896 184,033 -28,863

事業連合未払金

合 計

4,214 3,303 -911
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Ⅲ　決算関係書類
１　貸借対照表

円 円

【 【 338,873,015 】 【 【 555,109,292 】

13,182,510 0

0 279,755,760

0 0

144,283,067 0

154,363,592 0

0 49,111,136

0 1,480,500

658,603 26,991,428

3,752,556 0

0 165,640,745

23,594,562 21,820,291

758,125 10,309,432

△ 1,720,000 【 【 93,286,110 】

【 【 398,370,417 】 0

（ （ 125,200,984 ） 93,286,110

82,440,446 0

△ 48,743,794 0

2,715,470 0

△ 2,045,943

0

0

2,409,833

△ 1,031,904

351,883,991

△ 296,427,115

0 648,395,402

0

34,000,000

0 【 【 88,848,030 】

（ （ 3,551,732 ） 478,292,600

1,423,305 【 【 389,444,570 】

0 0

2,128,427 0

0 389,444,570

（ ） （ 269,617,701 ） （ ） 2,862,199

54,221,000

400,000

189,788,701

25,208,000

0

88,848,030

737,243,432 737,243,432

う ち 当 期 剰 余 金

未 払 費 用

前 受 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職給与引当金

預 り 保 証 金

長 期 未 払 金

組 合 員 資 本 】

貸 借 対 照 表 平成 ２９年 ２月 ２８日 現在

資 産 の 部 負 債 の 部

欠 損 金 】

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

流 動 資 産 】 流 動 負 債 】

現 金 及 び 預 金 支 払 手 形

立 替 金

買 掛 金

1年以内長期借入金

短 期 リ ー ス 債 務

前 渡 金

前 払 費 用

短 期 借 入 金

金 銭 信 託

受 取 手 形

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金 固 定 負 債 】

短 期 貸 付 金

預 り 金未 収 金

賞 与 引 当 金

供 給 未 収 金

商 品 及 び 原 材 料

建 物 及 び 附 属 設 備

固 定 資 産 】 長 期 借 入 金

仮 払 金

建 物 及 設 備 償 却 累 計 額

純 資 産 の 部

器 具 備 品

有形固定資産 ）

構 築 物

構 築 物 償 却 累 計 額

機 器 装 置

器 具 備 品 償 却 累 計 額

無形固定資産 ）

機 械 装 置 償 却 累 計 額

車 輌 運 搬 具

負 債 の 部 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア

出 資 金

そ の 他 固 定 資 産

車 輌 運 搬 具 償 却 累 計 額

リース資産(有形）
リ ー ス 資 産 償 却 累 計 額

土 地

建 設 仮 勘 定

関 係 団 体 出 資 金

法 定 準 備 金

差 入 保 証 金

リース資産(無形）

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

当 期 未 処 分 欠 損 金

そ の 他 固 定 資 産

任 意 積 立 金電 話 加 入 権

そ の 他 無 形 行 程 資 産

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計
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２　損益計算書

(単位:円)

供　給　事　業
供　　給　　高 2,800,601,748

供　給　値　引 38,126,791 2,762,474,957

供　給　原　価

期 首 商 品 棚 卸 高 154,450,361

仕 入 高 2,141,807,270

合 計 2,296,257,631

期 末 商 品 棚 卸 高 153,869,053 2,142,388,578

供 給 剰 余 金 620,086,379

利　用　事　業
利用事業収入 0

利用事業原価 0

利 用 剰 余 金 0

その他の事業収入
教育文化事業収入 0

共済受託手数料収入 14,696,809

供給事業手数料収入 0

不動産賃貸収入 0

その他手数料収入 70,869,670

そ の 他 事 業 収 入 計 85,566,479

事 業 総 剰 余 金 705,652,858

事　業　経　費
人　　件　　費 487,575,408

物　　件　　費 219,371,334 706,946,742

事 業 損 失 金 1,293,884

事 業 外 収 益
受取利息 29,215

受取配当金 106,200

雑収入 14,699,325 14,834,740

事 業 外 費 用
支払利息 △ 29,868

雑損失 6,617,334 6,587,466

経 常 剰 余 金 6,953,390

特　別　利　益 11,390,000

特　別　損　失 14,000,691

税 引 前 当 期 剰 余 金 4,342,699

法 人 税 等 1,480,500

当 期 剰 余 金 2,862,199

当 期 首 繰 越 欠 損 金 392,306,769

当 期 末 処 分 欠 損 金 389,444,570

損　　益　　計　　算　　書
自2016年3月1日　至2017年2月28日

　科　　　　　目 　　金　　　　　　額
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円

Ⅰ

Ⅱ

１ 0

２

Ⅲ

平成２９年５月２７日
九州大学生活協同組合

理事長　矢原　徹一

３　損失処理案

２０１６年度　損失処理案

科 目 金 額

当期未処理損失金 389,444,570

次 期 繰 越 損 失 金 389,444,570

任意積立金取崩額

法定準備金取崩額

損 失 金 処 理 額

0 0
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１．重要な会計方針にかかる事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法は以下のとおりです。

①　有価証券の評価基準及び評価方法

② 棚卸資産の評価基準および評価方法

書籍・購買（自主講座・就活分類を除く）売価還元法による原価法

食堂（食材）、自主講座・就活分類 最終仕入原価法による原価法（　　〃　　）

（２）　固定資産の減価償却の方法は以下のとおりです。

① 有形固定資産 定率法（もしくは　定額法）

（リース資産を除く） ただし、1998年3月31日以前に取得した建物は定率法、それ以降の取得につい

ては定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 20年～39年

建物附属設備 3年～15年

器具備品 3年～15年

② 無形固定資産 定額法。なお、ソフトウェアは利用期間（5年）にもとづく定額法。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかる「有形固定資産」中のリー

ス資産は、リース期間を耐用年数とした定額法。

④ 長期前払費用 定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

大学寄贈施設 １５年

（３）　引当金の計上基準は以下のとおりです。

　①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権は法人税法に定める一括評価

金銭債権に係る繰入率による繰入限度相当額及び貸倒懸念債権について回収可

能性を検討して回収不能見込額を計上しています。

　②　賞与引当金 職員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額の当期負担額を計上しています。

　④　退職給付引当金 退職給付会計に関する注記に記載しています。

　⑤　役員退職引当金 役員の退職金の支給に備えるため、役員退職金規定による期末要支給額相当

額を計上することになっています。しかし、大きな累積欠損のため計上していません。

（４）その他決算関係書類の作成のための基本となる重要な事項は以下のとおりです。

　①　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しています。

２．会計方針の変更

亭亭舎・皎皎舎の寄附及び関連費用は、帳簿上は長期前払い費用とし、１５分の１づつ毎年償却

していきます。２０１５年度は３０分の１とし、合計で１６年で償却します。税務上は一括損金

処理しています。

３．貸借対照表に関する注記

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務は以下のとおりです。

土地 期末簿価３４００万円　建物５０万１千円（倉庫）

根抵当権 西日本シティ銀行当座勘定貸越契約（限度額１億５千万円）

年度末債務　　ありません。

４　注記事項
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（２）役員に対する金銭債権または金銭債務は以下のとおりです。

特にありません。

４．損益計算書に関する注記

（１）事業外損益の内訳は以下のとおりです。

大きな収入は、事業連合からの仕入れ戻しです。費用としては、九州大学への寄付で２６８万円計上してい

ます。２０１５年度以前に出資金整理益としたうち、２０１６年度に出資金返還を行った2,067,000円を雑損失

処理しています。長期前払い費用の償却分を計上しています。

（２）特別損益の内訳は以下のとおりです。

① 組合員出資金整理益は11,390,000円でした。

うち、4,420,000円は1994年までに加入し全学共通ICカードに当登録（在籍）されていない教職員分です。

貸倒引当金については、対象である、供給債権等の減少で、320,000円費用から減算し計上しています。

（３）法人税等には、法人税、住民税および事業税が含まれています。

５．欠損金処理案に関する注記

特に、ありません。

６．退職給付会計に関する注記

（１）退職給付債務の計上基準

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法による期末自己都合退

職要支給額を採用）を退職給付引当金として計上しています。また、会計基準変更時差異の費用処理

方法は、その発生年度の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（15年）による定額法により、費用

処理することとしています。

（２）採用する退職給付制度

職員の退職により支給する退職給付にあてるため、退職一時金制度を採用しています。

（３）職員の退職一時金制度の退職給付債務等の内容

①退職給付債務およびその内訳

退職給付債務　　　　　　　　　　　　100,401,778円

会計基準変更時差異の未処理額　　　 　 7,067,140円

②退職給付費用の内訳

当期発生費用処理額　　　　　　　　 　12,422,292円

当期積立額　　　　　　　　　　　　   12,994,186円

会計基準変更時差異の費用処理額　　  　7,067,140円 ※当期積立額に含まれている。

③会計基準変更時差異の処理年数 １５年間で定額法により処理しています。

７．税効果会計に関する注記

税効果会計は適用しますが、一時差異の金額に重要性がないため中小企業会計指針により、

繰延税金資産又は繰延税金負債を計上していません。

８．リースにより使用する固定資産に関する注記

基本的にリース資産はありません。
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９．関連当事者との取引に関する注記

（１）会社等

 種　類
法人等の

名称
資本金又
は出資金

議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科　　目 期末残高

なし

（取引条件および取引条件の決定方針等）

　商品の仕入については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しています。なお、上記金額のうち、
取引金額については消費税等が含まれていませんが、期末残高には含まれています。

（２）組合 (単位：千円)

種　類
法人等の

名称
出資金額

議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

商品仕入 1,699,207 買掛金 208,682

業務委託 55,930 未払金 4,214

（取引条件および取引条件の決定方針等）

　商品の仕入については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しています。なお、上記金額のうち、

取引金額については消費税等が含まれていませんが、期末残高には含まれています。

（３）役員およびその近親者

該当する事項はありません。

１０．重要な後発事象に関する注記

該当する事項はありません。

１１．その他の注記

該当する事項はありません。

関連法人
大学生協九
州事業連合

25,100 直接4.2%
仕入先
役員兼任
３人
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１　資本及び借入金の状況

（１）組合員資本の明細
単位：（千）円

（２）借入金の明細

　１）　長期借入金等の増減 単位：（千）円

２）　短期借入金等の増減
①短期借入金 単位：（千）円

②1年以内返済予定長期借入金 単位：（千）円

期　末
残　高

0

0 0

備  考

合 計

該 当 あ り ま せ ん

0

当　期
増加額

当　期
減少額

合 計 79,500 21,000 100,500

借 入 先
期　首
残　高

0

借 入 先

西 日 本 シ テ ィ 銀 行

備  考

79,500

借 入 先
期　首
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

期　末
残　高

21,000 100,500 0

Ⅳ　２０１６年度決算関係書類の附属明細書

期　首
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

期　末
残　高

備  考

該 当 あ り ま せ ん

合 計 0 0 0 0

区 分
期　首
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

期　末
残　高

備  考

組 合 員 出 資 金 465,353 72,118 59,178 478,293

法 定 準 備 金 0 0 0 0

任意積立金 0 0 0 0

当 期 欠 損 金 392,308 2,862 389,447

合 計 73,045 72,118 62,040 88,846
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２　固定資産の明細
単位：（千）円

（注）主な増減の内容は以下の通りです。
当期増加額・ リブカ改装費用

店舗設置費用　　　　　４９８万円　　　　
電気工事　　　　　　　　１５万円　　　　
グリストラップ　　　　　１１万円　　　　
レジスター　　　　　　　１１万円　　　　
合　　計　　　　　　　５３５万円

・ その他
ＢＳ目隠し壁　　　　　　５０万円
業務用中古車３台　　　１０２万円
パン工房カフェマシーン１３０万円　　　　
カラーコピー機　　　　　６０万円　　　　
医系台下冷蔵庫　　　　　２７万円　　　　
ＢＳ　ＩＨフライヤー　　４７万円
給与システム　　　　　１４１万円
伊都コンビニ電子レンジ　２２万円 （２台）
Ｅ-Ｃａｆé冷凍庫　　　　１３万円
給与システム端末　　　　１０万円

0 2

1,031

296,427

0 29,329

2,409

34,000 0

2,715

351,883

減価償
却累 計

額

2,045

備  考

82,440 0 0 4,662

当　期
減少額

48,74382,440

合 計

区
分

建 物 仮 勘 定

計

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

土 地

無
形
固
定
資
産

計

電 話 加 入 権

その他無形固定資産

資 産 の 種 類

2,048

当　期
増加額

0

4,764 0

343,371 8,679 0

120 1,414

2,128 0

リ ー ス 資 産

24,387

276

666

34,000

0

器 具 備 品

期首帳
簿価額

当　期
償却額

期末帳
簿価額

1,032

減損損
失累 計

額

1,377 0

10,557

0

有
形
固
定
資
産

建 物 及 び 附 属 設 備

構 築 物

機 械 装 置

車 輛 運 搬 具

473,449 348,248

0

462,892

0

1,402 3,3610

378,768 44,811 11,381 25,879

0

111 1,423

2,128

429,709
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３　関係団体出資金の明細
単位：（千）円

４　引当金の明細
単位：（千）円

(注１）貸倒引当金は、年度末の供給債権に対し、法定で引き当てます。

(注２）賞与引当金は、年度末に所属する職員の夏季賞与の引き当てです。

計算期間のうち、年度内に該当する分を計算しています。

(注３）退職給付引当金の増加額は、移行時差異の当年度分と当期増加額の合計です。

減少は目的使用による取崩です。

(注４）減役員退職給付引当金は、引き当てを行っていません。

合 計 54,221 0 0 54,221

小 計 2,500 0 0 2,500
子会社
等株式

㈱ｺｰﾌﾟﾘﾋﾞ ﾝ ｸﾞ九州 2,500 0 0 2,500

小 計 51,721 0 0 51,721

九州労働金庫 345 0 345
PFI九大馬出総合研究棟

㈱
1,000 0 0 1,000

0

25,100
福岡県生協連合会 100 0 1000

全国大学生協共済連 7,700 0 0 7,700

関係団体
出 資 金

全国大学生協連合会 17,476 0 0 17,476

大学生協九州事業連 25,100 0 0

出 資 先
期　首
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

期　末
残　高

備  考

貸倒引当金

期　首
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

期　末
残　高

備  考区 分

10,309 洗い替え

2,040 320 1,720 洗い替え

10,967

23,709 105,363合 計 105,770 23,303

0

12,422 93,334 目的使用退職給付引当金

役員退職給付引当金

12,994

10,967 10,309

0

92,763

賞与引当金
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５　事業経費の明細

円

１ 人 件 費 （ 487,575,408 ）

役 員 報 酬 14,856,824

職 員 給 与 122,774,367

定 時 職 員 給 与 287,674,236

退 職 給 付 費 用 13,299,393

法 定 福 利 費 41,643,015

厚 生 費 7,327,573
役員退職給与引当金繰入

額
0

２ 物 件 費 （ 219,371,334 ）

教 育 文 化 費 3,306,769

広 報 費 6,947,284

消 耗 品 費 17,308,040

車 輌 運 搬 費 7,339,702

貸 倒 引 当 金 繰 入 -320,000

施 設 維 持 管 理 費 7,562,342

減 価 償 却 費 29,440,668

賃 借 料 3,686,548

水 道 光 熱 費 38,760,475

保 険 料 667,750

委 託 料 27,538,599

研 修 採 用 費 620,608

調 査 研 究 費 605,331

会 議 費 61,917

諸 会 費 9,525,134

渉 外 費 0

租 税 公 課 1,841,233

通 信 交 通 費 6,389,904

雑 費 2,299,030

事 業 連 合 委 託 費 55,790,000

（ 706,946,742 ）

人 件 費 及 び 物 件 費 　　　　　　　　　至　平成 28年  3月 1日

　　　　　　　　　至　平成 29年  2 月28日

科 目 金 額

事 業 経 費 合 計
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６　キャッシュ・フロー計算書
（自　2016年3月1日　至　2017年2月28日）

単位：（千）円

Ⅰ． 事業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期剰余金

減価償却費

貸倒引当金の増加額

賞与引当金の増加額

退職給付引当金の増加額

役員退職給与引当金の減少額

受取利息及び受取配当金

支払利息

供給債権の減少額

棚卸資産の減少額

未収入金の減少額

その他の流動資産の減少額

仕入債務の増加額

未払消費税の増加額

未払費用の増加額

前受金の増加額

預り金の増加額

その他の流動負債の増加額

（事業活動）その他

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

法人税等の支払額

事業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ． 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出

貸付金の回収による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ． 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の借入による収入

組合員出資金の増加による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ． 現金及び現金同等物の増加額

Ⅴ． 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅵ． 現金及び現金同等物の期末残高

（注）　現金及び現金同等物の範囲 単位：(千）円

△ 79,500

135

30

△ 3,247

12,940

△ 66,560

13,654

△ 471

13,183

1,612

△ 7,963

0

△ 11,603

△ 30

77,592

△ 1,481

△ 135

0

20,346

78,908

18,180

87

△ 18,906

4,343

29,441

△ 320

△ 658

523

6,256

21,904

0

△ 11,503

0

7,475

期 末

100

13,183

預入期間が３か月を超える定期預金

13,183

0

現金及び現金同等物

期 首

13,654

13,654

現金及び預金

項 目
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７　主要な事業に係る資産及び負債の内容その他の決算関係書類の内容を補足する重要な事項

（１）主要な資産の内容

　① 現金預金の明細 単位：(千）円

　② 供給未収金の明細
　　イ．内訳 単位：（千）円

　　ロ．回収状況 単位：（千）円

　③ 有価証券の明細 単位：（千）円

　④ 商品および貯蔵品の明細 単位：（千）円

　⑤ 貸付金の明細 単位：（千）円

長期貸付金
PFI九大馬出総合研究棟㈱ 500 400 -100

小計 500 400 -100

短期貸付金
該当なし 0 0 0

小計 0 0 0

科 目 内訳
期　首
残　高

期　末
残　高

当　期
増減額

合 計

有 価 証 券

長 期 差 入 該当なし

有 価 証 券 小 計

長 期 保 有 該当なし

備 考

有価証券
該当なし

小 計

科 目 内 訳
期　首
残　高

期　末
残　高

当　期
増減額

92.3%

当　期
回収高

期　首
残　高

当　期
発生高

期　末
残　高

回収率

1,737,038164,628 1,716,692 144,282

429

282

4,588

144,283

13,618

125,366

科 目 内 訳
期　首
残　高

期　末
残　高

当　期
増減額

現 金 預 金 現　　金 13,006 9,400 -3,606

当座預金 767 2,953 2,186

普通預金 55,012 1,300 -53,712

小　　計 68,785 13,653 -55,132

長 期 預 金 該当なし

小　　計 0 0 0

合　　計 68,785 13,653 -55,132

私費　組合員等

公費　九州大学等

Ｔｕｏカード未収金

大学生協ローン

一般クレジット

合 計

科 目 内 訳 金額

商 品 一般商品（物品） 59,668

書籍 131,522

食材 2,762

その他 3,630

合 計 197,582

貯 蔵 品 該当なし 495

合 計 495
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　⑥ 立替金の明細 単位：(千）円

　⑦ 未収金の明細 単位：(千）円

※１会計上の処理のため計上

　⑧ その他の流動資産の明細 単位：(千）円

　⑨ その他の出資金の明細 単位：(千）円

　⑩ 長期前払費用の明細 単位：(千）円

　⑫ その他の固定資産の明細 単位：(千）円

0

長期前払費用

期　首
残　高

期　末
残　高

長期貸付金 500 400 -100

当　期
増減額

電信電話施設利用権 2,128 2,128

法務局（旅行業） 3,000

203,059 189,063 -13,996

全国大学生活協同組合連合会（航空端末保証金） 2,000

箱崎不動産（単身赴任者敷金） 208

科 目

ソフトウエア 121 1,423 1,302

未収金 26,841 22,294 -4,547

仮払金 558 758 200

立替金 523 659 136

前払費用 2,601 3,753 1,152

科 目
期　首
残　高

期　末
残　高

当　期
増減額

事業連合前納 0 0 0

業務車両リサイクル料 41 67 26

消費税前払 0 189,788 189,788

大学への寄附等の建物 203,059

内 訳
期　首
残　高

期　末
残　高

当　期
増減額

該当なし

出 資 先
期　首
残　高

期　末
残　高

当　期
増減額

理農購買商品代
不動産手数料等
九州大学委託業務収入
トレイ広告等

その他
合 計

8,513
8,214
2,490

324
2,669
23,595

0

内 訳 金額
CLK物件　管理費用 649

その他 10
合 計 659

大学生協九州事業連合（手数料等） 1,385
金額内 訳

189,058 -14,001

内 訳 金額

法務局（宅建業） 20,000

消費税前払 0 663 663
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（２）主要な負債の内容

　① 支払手形の明細

　　ｲ.　相手先別内訳 単位：（千）円

　　ﾛ.　期日別内訳 単位：（千）円

　② 買掛金の明細 単位：（千）円

　③ 未払金の明細 単位：（千）円

　④ 未払金法人税等の明細 単位：（千）円

　⑤ 未払費用の明細 単位：（千）円

　⑥ 前受金の明細 単位：（千）円

　⑦ 預り金の明細 単位：（千）円

　⑧ 預り保証金の明細 単位：（千）円

　⑨ 長期未払金の明細 単位：（千）円

相 手 先 金 額

合 計 20,208

該当なし
合 計

該当なし
合 計

所得税・住民税預り 1,172
学生総合共済預り金 1,045
その他 3,318

車両入構（箱崎・伊都）預り 3,445

相 手 先 金 額

不動産預り 2,911

臨床心理センター料金　預り 1,363
入学・卒業アルバム 1,975

合 計 165,641

相 手 先 金 額
協奏館　ｺｲﾝﾗﾝﾄﾞﾘｰ 6,591

ミールプリペイドド前受金 135,570
プリペイド 23,362
サービス予約金 6,709

ナシ

合 計 0

相 手 先 金 額

事業税 0
合 計

相 手 先 金 額

　社会保険料2月分3月支払 2,807
　水光費（九州大学2月代金） 1,792

相 手 先 金 額

昭和自動車 6,473
新契約自販機（大学への未払い分） 3,963

定時職員給与（2月分3月10日支給） 22,016
入学・卒業アルバム仕入代金 1,183
正規職員残業代（2月分3月支払） 1,929

その他 81,994
合 計 279,756

大学生協九州事業連合 3,303
相 手 先 金 額

期 日 別 内 訳 金 額

大学生協九州事業連合 180,730
公務員講座未開講分仕入仮伝票 4,450

ナシ
合 計

相 手 先 金 額
ナシ

合 計

相 手 先 金 額

2014年新学期パソコン修理積立 7,476
㈱山口油屋福太郎 5,106

合 計 49,111

その他 5,645

法人税 0
住民税 1,481
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（３）比較貸借対照表および比較損益計算書

千円 千円 千円 千円

【 【 361,216 】【 338,873 】【 【 624,618 】【 555,109 】

13,654 13,183

298,662 279,756

79,500 0

164,629 144,283 0 0

154,450 153,869 0 0

495 41,636 49,111

0 0 1,481 1,481

523 659 5,087 26,991

2,601 3,753 7,963 0

159,115 165,641

26,841 23,595 20,208 21,820

558 758 10,967 10,309

△ 2,040 △ 1,720 【 92,763 】【 93,286 】

【 【 429,211 】【 398,370 】

（ 143,973 ） 125,201 ） 92,763 93,286

82,440 82,440

△ 44,081 △ 48,744

2,049 2,715

△ 2,043 △ 2,046

0

0

1,033 2,410

△ 756 △ 1,032

343,371 351,884

△ 272,040 △ 296,427

717,381 648,395

34,000 34,000

【 73,046 】 88,848 】

（ 2,249 ） 3,551 ） 465,353 478,293

121 1,423 【 △ 392,307 】 △ 389,445 】

2,128 2,128

△ 392,307 △ 389,445

（ ） 282,988 ） 269,618 ） （ ） △ 27,359 2,862

54,221 54,221

500 400

203,059 189,789

25,208 25,208

73,046 88,848

790,427 737,243 790,427 737,243

① 比 較 貸 借 対 照 表
平成 29 年  2 月 28 日 現在

科　　　目 2015年度 科　　　目 2015年度

流 動 資 産 】 流 動 負 債 】

現 金 及 び 預 金 支 払 手 形

金 銭 信 託 買 掛 金

受 取 手 形 短 期 借 入 金

供 給 未 収 金 1年以内長期借入金

商品及び原材料 短期リース債務

貯 蔵 品 未 払 金

前 渡 金 未 払 法 人 税 等

立 替 金 未 払 消 費 税 等

前 払 費 用 未 払 費 用

短 期 貸 付 金 前 受 金

未 収 金 預 り 金

仮 払 金 賞 与 引 当 金

貸 倒 引 当 金 固 定 負 債 】

預 り 保 証 金

固 定 資 産 】 長 期 借 入 金

有形固定資産 ） 退職給付引当金

長 期 未 払 金

構築物償却累計額

機 器 装 置
機械装 置償 却累 計額

車 輌 運 搬 具

建物及び附属設備 役員退職給与引当金

建物及設備償却累計額

器 具 備 品

器具備品償却累計額

構 築 物

リース資産(有形） 負 債 の 部 合 計
リース資産償却累計額

車輌運搬具償却累計額

土 地

建 設 仮 勘 定 組 合 員 資 本 】

無形固定資産 ） 出 資 金

ソ フ ト ウ ェ ア 剰 余 金 】

リース資産(無形） 法 定 準 備 金

電 話 加 入 権 任 意 積 立 金

その他無形行程資産 当期未処分剰余金

そ の 他 固 定 資 産 うち当期剰余金

関係団体出資金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

その他固定資産

純資産の部合計

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

2016年度

資 産 の 部

2016年度

負 債 の 部

純 資 産 の 部
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②　比　較　損　益　計　算　書 (単位:千円)

勘 定 科 目
2015年度

実績

2016年度

予算

2016年度

実績

対前年

増減額

対予算

差異額
供 給 高 2,809,640 2,779,261 2,800,602 ▲ 9,038 21,341
供 給 値 引 44,334 44,251 38,127 ▲ 6,207 ▲ 6,124
純 供 給 高 2,765,306 2,735,010 2,762,475 ▲ 2,831 27,465
供 給 原 価 2,150,578 2,122,424 2,142,389 ▲ 8,189 19,965

供 給 総 剰 余 金 614,728 612,586 620,086 5,358 7,500
共 済 受 託 手 数 料 収 入 14,302 14,800 14,697 395 ▲ 103
そ の 他 手 数 料 収 入 76,296 77,541 70,870 ▲ 5,426 ▲ 6,671
そ の 他 事 業 収 入 計 90,598 92,341 85,567 ▲ 5,031 ▲ 6,774

事 業 総 剰 余 705,326 704,927 705,653 327 726
役 員 報 酬 15,251 15,245 14,857 ▲ 394 ▲ 388
職 員 給 与 131,266 124,024 122,774 ▲ 8,492 ▲ 1,250
定 時 職 員 給 与 280,156 279,468 287,674 7,518 8,206
退 職 給 付 費 用 14,047 13,350 13,299 ▲ 748 ▲ 51
法 定 福 利 費 41,981 42,366 41,643 ▲ 338 ▲ 723
厚 生 費 6,834 7,882 7,328 494 ▲ 554
役 員 退 職 引 当 金 繰 入 0 0 0 0 0

人 件 費 合 計 489,535 482,335 487,575 ▲ 1,960 5,240
教 育 文 化 費 3,395 3,040 3,307 ▲ 88 267
広 報 費 7,029 7,060 6,947 ▲ 82 ▲ 113
消 耗 品 費 30,930 15,828 17,308 ▲ 13,622 1,480
車 輌 運 搬 費 9,285 8,844 7,340 ▲ 1,945 ▲ 1,504
貸 倒 引 当 金 繰 入 160 ▲ 320 ▲ 480 ▲ 320
施 設 維 持 管 理 費 7,394 6,671 7,562 168 891
減 価 償 却 費 43,218 25,998 29,441 ▲ 13,777 3,443
賃 借 料 4,470 4,192 3,687 ▲ 783 ▲ 505
水 道 光 熱 費 39,948 39,791 38,760 ▲ 1,188 ▲ 1,031
保 険 料 595 713 668 73 ▲ 45
委 託 料 34,516 25,156 27,539 ▲ 6,977 2,383
研 修 採 用 費 461 420 621 160 201
調 査 研 究 費 255 212 605 350 393
会 議 費 139 330 62 ▲ 77 ▲ 268
諸 会 費 9,416 9,625 9,525 109 ▲ 100
渉 外 費 446 0 ▲ 446 0
租 税 公 課 1,185 1,214 1,841 656 627
通 信 交 通 費 6,785 6,490 6,390 ▲ 395 ▲ 100
雑 費 2,773 1,872 2,299 ▲ 474 427
事 業 連 合 委 託 費 55,930 54,854 55,790

物 件 費 合 計 258,329 212,310 219,371 ▲ 38,958 7,061
事 業 経 費 合 計 747,864 694,645 706,946 ▲ 40,918 12,301
事 業 剰 余 金 ▲ 42,538 10,282 ▲ 1,293 41,245 ▲ 11,575

受 取 利 息 41 29 ▲ 12 29
受 取 配 当 金 206 106 ▲ 100 106
雑 収 入 11,985 12,670 14,699 2,714 2,029

事 業 外 収 益 12,232 12,670 14,834 2,602 2,164
支 払 利 息 446 ▲ 30 ▲ 476 ▲ 30
雑 損 失 13,004 3,580 6,617 ▲ 6,387 3,037

事 業 外 費 用 13,450 3,580 6,587 ▲ 6,863 3,007
経 常 剰 余 金 ▲ 43,756 19,372 6,954 50,710 ▲ 12,418
特 別 利 益 計 17,878 10,000 11,390 ▲ 6,488 1,390
特 別 損 失 計 14,000 14,000 14,000 0

税 引 前 当 期 剰 余 金 ▲ 25,878 15,372 4,344 30,222 ▲ 11,028
法 人 税 等 1,481 1,480 1,481 0 1
過 年 度 法 人 税 等 0 0

当 期 剰 余 金 ▲ 27,359 13,892 2,862 30,221 ▲ 11,030
前 期 繰 越 剰 余 金 ▲ 364,948 ▲ 392,307 ▲ 27,359

当 期 未 処 分 剰 余 金 ▲ 392,307 ▲ 389,445 2,862
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監査報告 
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監査報告書

- 38 -



- 39 -



  

- 40 -



第２号議案 

2017 年度事業計画・予算（案）承認の件 
 

【１】２０１７年度事業計画 

１．２０１７年度の事業環境 

① ２０１６年後半は、わずかですが物価上昇傾向となったが、家計の個人消費は低迷し、国際的な政治

の不安定化もあり、経済の先行きの不透明感は相変わらず続いています。消費者物価は、２０１６年

通期で０．１％下落で、政府の政策目標を大幅に下回っています。２０１６年通期では、電気料金など

エネルギー関連が値下がりしています。食糧品やエネルギーを除くと０．３％の上昇となっています。

日銀の企業物価指数でみると、素材や機械製品の輸入物価が上昇していることに影響されていると

考えられます。２０１７年の春闘の状況をみると、ベースの改訂額が減少しています。勤労者に経済的

な恩恵はありますが、景気の停滞や少子化による人口減少など、抜本的な景気回復には、尚、大き

なハードルが見受けられます。また、政府方針のデフレ脱却に反して、コンビニエンスを含め結果とし

ての低価格利用構造は続くものと思われます。 

② 学生生活実態調査の結果を見ると、九大生の学生の収入は、低下傾向が止まったようです。長期間

下落が続いたことから、基本的な厳しさは継続しています。食事代は下げ止まった感がありますが、

自宅外生で依然として２万円前後の低い水準となっています。昼食時間帯の食事摂取の中でも、自

炊や弁当持参が増加しているように見えます。学生生活実態調査の昼食代の平均は３８９円で前年

を９円上回っています。生協食堂利用単価は税込みでは増加していますが、１０％引きの水曜日に

利用が増加するなど、組合員の生活の厳しさは継続していると考えられます。 

 学調による奨学金の受給率は４１．２％で、有額平均は５７８７０円となっています。 

③ ２０１７年度の事業環境も２０１６年度の傾向が継続し、大手小売業の結果としての低価格路線と組合

員の生活の厳しさから、組合員の生活支援の視点含め、生協としての価格への対応が求められま

す。 

④ 一方、生協の利用回数は、全体として増加を継続しています。２０１６年度も３万７５００回の利用増とな

っています。改善すべき課題は多いものの、九大生協が中期的に実施してきた施策が評価されてい

ると思われます。組合員一人当たり年間利用回数では１５０回前後で、混雑緩和を含めた更なる利用

増加施策が求められます。 

 

２．２０１７年度は、中期的な課題として、大きな最終剰余を確保し。経営体して経営再建ができる経営体質を

つくることが最大の課題となります。 

① 黒字を継続できる経営体質を作っていくためにも、改善する一部を原資とし組合員の利用結集を強化

することを基本課題とします。このことは、生協の生活支援機能の強化でもあります。 

1) 利用者の声に基づく事業の強化 

2) ポイント還元の利用拡大 

還元額を３６０万円から４００万円に拡大 

3) ミールプリペイドの普及の拡大（５万を使い切ることが前提ですが、対象としている食事・パン米

飯・食品・飲料は利用した価格の５％以上の割引となります） 
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4) 組合員対象の割引企画 

通常期の毎水曜日の食事１０％割引、毎金曜日のタイムサービス食品１０％割引の継続、書籍の

特別割引企画の充実、まとめ買い企画の提案など 

5) 全学共通カードの生協プリペイド機能の利用場面の拡大 

6)  食事価格は、全体として税込価格維持を継続します。 

以上の施策により、組合員の利用結集を強め、経済的な貢献を強化するとともに供給剰余高の増加

を計画します。 

② また、現在の通常期の１日の利用平均利用人数は、１５０００人前後にとどまっており、組合員が１日に

平均１回利用する状況には至っていません。混雑緩和や魅力有る店舗づくりの強化により、引き続き

利用人数の増加をめざします。 

③ 安定経営のため収入に対応した投下労働の指標として適切な労働分配率（人件費を供給剰余高で

除した比率）を目標とします。 

中期目標      合計 ６０％ 販売４０％ 食堂５５％ （複合５０％） 

２０１７年度目標  合計 ６５％ 販売４５％ 食堂６０％ （複合５５％） 

２０１６年度実績  合計 ６９．１％ 

 

３．事業改善の重点 

① 昼食時の混雑緩和 

② 教科書の採用活動の強化 

カリュキュラムに基づく教員への受注活動をやりきる。 

採用教科書（生協取扱）の一覧票の作成し、入荷案内の強化を行う。 

③ 販売系共通 

利用に合わせた品揃の改善（文具・情報機器消耗品・日用品）をする。 

学事や学部日でのキャンパス人口の変化に合わせた適切な仕入（パン弁当・飲料）を行う。 

日生協商品の取扱の拡大により安全安心に加え、価格メリットを拡大する。 

④ 食堂系共通 

適温提供・均一な味など品質管理の強化 

昼食時のスピード出食 

⑤ 学生の行動場面に即した旅行商品・自動車教習所などの提案  
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【２】２０１６年度予算案 

１． 総供給高（書籍やミールプリペイド値引き分を加えた売上）は、２０１６年度対比で１１７０万円マイナスの２

７億９９４３万円を計画します。主に供給高のマイナスは、箱崎キャンパス理系地区の利用減少です。 

 

２． 供給値引きは微増で計画します。供給値引き書籍の定価からの割引です。ミールプリペイドのプレミア分

は、年度末処理で食堂供給高を減算処理します。 

 

３． 供給剰余高は、供給構成の変化により８０７万円の増加、共済収入は共済加入者の増加等で２０万円の

増加、その他の手数料は、２５６万円の増加で計画します。以上の３つの事業の基本収入は合計（供給

利用総剰余高）では、１０８５万円の増加を計画しました。特に書籍の取引先政策を基本通りに行い、書

籍の供給剰余率の改善を計画します。 

 

４． 人件費は、合計で、前年対比で９６４万円増加で計画しました。 

正規職員は年間で増員を計画しています。残業削減を課題としています。 

定時職員給与は、利用計画に見合った投下労働を前提に、増加で計画しています。大きな移転等によ

るキャンパス人口の変動がなく、効率的な運営が期待されます。 

法定福利費は正規職員増を加味しました。退職給付会計は、必要額予算化しています。 

 

５． 物件費は、全体で７８８万円の減少で計画しました。 

主に減価償却費と２０１６年度の臨時費用の分を減少で計画します。 

 

６． 事業剰余高は７８０万円の黒字を、その他の事業外収支を加えた経常剰余高で１４１３万円の黒字をそ

れぞれ計画します。 

特別損出では、大学寄付分等の前払い費用の償却を計上します。税引き後の最終剰余は９６５万円を

計画します。 
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第３号議案 

議案決議効力発生の件 

 
 各号の決議の本旨に反しない範囲での字句の修正を、理事会に一任することを承認下さい。 

１． 提案理由 

総代会の議決は、消費生活協同組合法に基づき、認可権限者の福岡県知事に報告及び届出を行います。

届出の際に県の指導により、字句等の修正が求められることがあります。その場合の取扱を理事会に一任し

ていただく趣旨です。 
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第４号議案 

役員選挙の件 
 

定数  理事  ２１名以上２５名以内 

 監事  ５名 
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資 料 集 
 九州大学生協定款  

 総代選挙規約  

 総代会運営規則  

 役員選挙規約  

 監事監査規則  

 役員報酬規則  
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九州大学生活協同組合定款 
 

目次 
第１章 総則（第１条～第５条） 
第２章 組合員及び出資金（第６条～第１７条）          
第３章 役職員（第１８条～第４２条） 
第４章 総代会及び総会（第４３条～第６６条） 
第５章 事業の執行（第６７条～第６８条） 
第６章 会計（第６９条～第８１条） 
第７章 解散（第８２条～第８３条） 
第８章 雑則（第８４条～第８６条） 

             附  則 
 
第１章 総  則 
（目 的） 
第１条 この生活協同組合（以下「組合」という。）は、協同互助の精神に基づき、組合員の生活の文

化的経済的改善向上を図ることを目的とする。 
（名 称） 
第２条 この組合は、九州大学生活協同組合という。 
（事 業） 
第３条 この組合は、第１条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）組合員の生活に必要な物資を購入し、これに加工し又は生産して組合員に供給する事業 
（２）組合員の生活に有用な協同施設を設置し、組合員に利用させる事業 
（３）組合員の生活の改善及び文化の向上を図る事業 
（４）組合員の生活の共済を図る事業 
（５）組合員及び組合従業員の組合事業に関する知識の向上を図る事業 
（６）組合員のための旅行業法に基づく旅行業に関する事業 
（７）組合員のための宅地建物取引業法に基づく宅地建物取引業に関する事業 
（８）組合員のための保険業法に基づく保険代理店業 
（９）前各号の事業に附帯する事業 

（区 域） 
第４条 この組合の区域は、国立大学法人九州大学の職域とする。 
（事務所の所在地） 
第５条 この組合は、事務所を福岡県福岡市に置く。 
 
第２章 組合員及び出資金 
（組合員の資格） 
第６条 この組合の区域内に通学又は勤務する者は、この組合の組合員となることができる。 

２ この組合の区域の付近に住所を有する者又は区域内に勤務していた者でこの組合の事業を利

用することを適当とするものは、この組合の承認を受けて、この組合の組合員となることがで

きる。 
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（加入の申込み） 
第７条 前条第１項に規定する者は、組合員となろうとするときは、この組合の定める加入申込書に

引き受けようとする出資口数に相当する出資金額を添え、これをこの組合に提出しなければな

らない。 
２ この組合は、前項の申込みを拒んではならない。ただし、前項の申込みを拒むことにつき、

理事会において正当な理由があると議決した場合は、この限りでない。 
３ この組合は、前条第１項に規定する者の加入について、現在の組合員が加入の際に付された

よりも困難な条件を付さないものとする。 
４ 第１項の申込みをした者は、第２項ただし書の規定により、その申込みを拒まれた場合を除

き、この組合が第１項の申込みを受理したときに組合員となる。 
５ この組合は、組合員となった者について組合員証を作成し、その組合員に交付するものとす

る。 
（加入承認の申請） 
第８条 第６条第２項に規定する者は、組合員となろうとするときは、引き受けようとする出資口数

を明らかにして、この組合の定める加入承認申請書をこの組合に提出しなければならない。 
２ この組合は、理事会において前項の申請を承認したときは、その旨を同項の申請をした者に

通知するものとする。 
３ 前項の通知を受けた者は、速やかに出資金の払込みをしなければならない。 
４ 第１項の申請をした者は、前項の規定により出資金の払込みをしたときに組合員となる。 
５ この組合は、組合員となった者について組合員証を作成し、その組合員に交付するものとす

る。 
（届出の義務） 
第９条 組合員は、組合員たる資格を喪失したとき、又はその氏名若しくは住所を変更したときは、

速やかにその旨をこの組合に届け出なければならない。 
（自由脱退） 
第１０条 組合員は、事業年度の末日の９０日前までにこの組合に予告し、当該事業年度の終わりに

おいて脱退することができる。 
（法定脱退） 
第１１条 組合員は、次の事由によって脱退する。 

（１) 組合員たる資格の喪失 
（２）死亡 
（３）除名 

（除 名） 
第１２条 この組合は、組合員が次の各号のいずれかに該当するときは、総代会の議決によって、除

名することができる。 
（１）１年間この組合の事業を利用しないとき。 
（２）供給物資の代金又は利用料の支払を怠り、催告を受けてもその義務を履行しないとき。 
（３）この組合の事業を妨げ、又は信用を失わせる行為をしたとき。 

２ 前項の場合において、この組合は、総代会の会日の５日前までに、除名しようとする組合員

にその旨を通知し、かつ、総代会において弁明する機会を与えなければならない。 
３ この組合は、除名の議決があったときは、除名された組合員に除名の理由を明らかにして、
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その旨を通知するものとする。 
（脱退組合員の払戻し請求権） 
第１３条 脱退した組合員は、次の各号に定めるところにより、その払込済出資額の払戻しをこの組 

合に請求することができる。 
（１）第１０条の規定による脱退又は第１１条第１号若しくは第２号の事由による脱退の場合

は、その払込済出資額に相当する額 
（２）第１１条第３号の事由による脱退の場合は、その払込済出資額の２分の１に相当する額 

２ この組合は、脱退した組合員がこの組合に対する債務を完済するまでは、前項の規定による

払戻しを停止することができる。 
３ この組合は、事業年度の終わりに当たり、この組合の財産をもってその債務を完済するに足

らないときは、第１項の払戻しを行わない。 
（出 資） 
第１４条 組合員は、出資１口以上を有しなければならない。 

２ １組合員の有することのできる出資口数の限度は、組合員の総出資口数の４分の１とする。 
３ 組合員は、出資金額の払込みについて、相殺をもってこの組合に対抗することができない。 
４ 組合員の責任は、その出資金額を限度とする。 

（出資１口の金額及びその払込み方法） 
第１５条 出資1口の金額は、200円とし、全額一時払込みとする。 
（出資口数の増加） 
第１６条 組合員は、この組合の定める方法により、その出資口数を増加することができる。 
（出資口数の減少） 
第１７条 組合員は、やむを得ない理由があるときは、事業年度の末日の９０日前までに減少しよう

とする出資口数をこの組合に予告し、当該事業年度の終わりにおいて出資口数を減少すること

ができる。 
２ 組合員は、その出資口数が組合員の総出資口数の４分の１を超えたときは、４分の１以下に

達するまでその出資口数を減少しなければならない。 
３ 出資口数を減少した組合員は、減少した出資口数に応ずる払込済出資額の払戻しをこの組合

に請求することができる。 
４ 第１３条第３項の規定は、出資口数を減少させる場合について準用する。 

 
 
第３章 役 職 員 
（役 員） 
第１８条 この組合に次の役員を置く。 

（１）理事 21人以上、25人以内 
（２）監事 ３人以上、５人以内 

（役員の選挙） 
第１９条 役員は、役員選挙規約の定めるところにより、総代会において選挙する。 

２ 理事は組合員でなければならない。ただし、特別の理由があるときは、理事の定数の５分の

１以内の者を、組合員以外の者のうちから選挙することができる。 
３ 役員の選挙は無記名投票によって行い、投票は、総代１人につき１票とする。 
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（役員の補充） 
第２０条 理事又は監事のうち、その定数の５分の１を超える者が欠けたときは、役員選挙規約の定

めるところにより、３箇月以内に補充しなければならない。 
（役員の任期） 
第２１条 理事の任期は１年、監事の任期は１年とし、前任者の任期満了のときから起算する。ただ

し、再選を妨げない。 
２ 補欠役員の任期は、前項の規定にかかわらず、補充した総代会の日において現に在任する役

員の任期が終了するときまでとする。 
３ 役員の任期は、その満了のときがそのときの属する事業年度の通常総代会の終了のときと異

なるときは、第１項及び第２項の規定にかかわらず、その総代会の終了のときまでとする。 
４ 役員が任期の満了又は辞任によって退任した場合において、役員の数がその定数を欠くに至

ったときは、その役員は、後任者が就任するまでの間は、なお役員としての権利義務を有する

ものとする。 
（役員の兼職禁止） 
第２２条 監事は、次の者と兼ねてはならない。 

（１）この組合の理事又は使用人 
（２）この組合の子会社等（子会社、子会社等及び関連法人等）の取締役又は使用人 

（役員の責任） 
第２３条 役員は、法令、法令に基づいてする行政庁の処分、定款及び規約並びに総代会の決議を遵

守し、この組合のため忠実にその職務を遂行しなければならない。 
２ 役員は、その任務を怠ったときは、この組合に対し、これによって生じた損害を賠償する責

任を負う。 
３ 前項の任務を怠ってされた行為が理事会の決議に基づき行われたときは、その決議に賛成し

た理事は、その行為をしたものとみなす。 
４ 第２項の責任は、総組合員の同意がなければ、免除することができない。 
５ 前項の規定にかかわらず、第２項の責任は、当該役員が職務を行うにつき善意でかつ重大な

過失がないときは、法令で定める額を限度として、総代会の決議によって免除することができ

る。 
６ 前項の場合には、理事は、同項の総代会において次に掲げる事項を開示しなければならない。 
（１）責任の原因となった事実及び賠償の責任を負う額 
（２）前項の規定により免除することができる額の限度及びその算定の根拠 
（３）責任を免除すべき理由及び免除額 
７ 理事は、第２項による責任の免除（理事の責任の免除に限る。）に関する議案を総代会に提出

するには、各監事の同意を得なければならない。 
８ 第５項の決議があった場合において、組合が、当該決議後に同項の役員に対し退職慰労金（当

該役員が使用人を兼ねていた期間の使用人としての退職手当を含む。）を支給するときは、総代

会の承認を受けなければならない。 
９ 役員がその職務を行うについて悪意又は重大な過失があったときは、当該役員は、これによ

って第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。 
１０ 次の各号に掲げる者が、当該各号に定める行為をしたときも、前項と同様の取扱いとする。

ただし、その者が当該行為をすることについて注意を怠らなかったことを証明したときは、こ
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の限りでない。 
   （１）理事 次に掲げる行為 
     イ 法第３１条の７第１項及び第２項の規定により作成すべきものに記載し、又は記録す

べき重要な事項についての虚偽の記載又は記録 
ロ  虚偽の登記 
ハ  虚偽の公告 

（２）監事 監査報告に記載し、又は、記録すべき重要な事項についての虚偽の記載又は記録 
１１ 役員が組合又は第三者に生じた損害を賠償する責任を負う場合において、他の役員も当該損

害を賠償する責任を負うときは、これらのものは、連帯債務者とする。 
（理事の自己契約等） 
第２４条 理事は、次に掲げる場合には、理事会において、当該取引につき重要な事実を開示し、そ

の承認を受けなければならない。 
（１）理事が自己又は第三者のためにこの組合と取引をしようとするとき。 
（２）この組合が理事の債務を保証することその他理事以外の者との間においてこの組合と当

該理事との利益が相反する取引をしようとするとき。 
（３）理事が自己又は第三者のためにこの組合の事業の部類に属する取引をしようとするとき。 

２ 第１項各号の取引を行った理事は、当該取引後、遅滞なく当該取引についての重要な事実を

理事会に報告しなければならない。 
（役員の解任） 
第２５条 総代は、総代の５分の１以上の連署をもって、役員の解任を請求することができるものと

し、その請求につき総代会において出席者の過半数の同意があったときは、その請求に係る役

員は、その職を失う。 
２ 前項の規定による請求は、解任の理由を記載した書面をこの組合に提出してしなければなら

ない。 
３ 理事長は、前項の規定による書面の提出があったときは、その請求を総代会の議に付し、か

つ、総代会の会日の１０日前までにその役員にその書面を送付し、かつ、総代会において弁明

する機会を与えなければならない。 
４ 第１項の請求があった場合は、理事会は、その請求があった日から２０日以内に臨時総代会

を招集すべきことを決しなければならない。なお、理事の職務を行う者がないとき又理事が正

当な理由がないのに総代会招集の手続きをしないときは、監事は総代会を招集しなければなら

ない。 
（役員の報酬） 
第２６条 理事及び監事に対する報酬は、総代会の議決をもって定める。この場合において、総代会

に提出する議案は、理事に対する報酬と監事に対する報酬を区分して表示しなければならない。 
２ 監事は、総代会において、監事の報酬について意見を述べることができる。 
３ 第１項の報酬の算定方法については、規則をもって定める。 

（代表理事） 
第２７条 理事会は、理事の中からこの組合を代表する理事（以下、「代表理事」という。）を選定し

なければならない。 
２ 代表理事は、この組合の業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有する。 

（理事長、副理事長、専務理事及び常務理事） 
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第２８条 理事は、理事長１人、副理事長１人、専務理事１人及び常務理事若干名を理事会において

互選する。 
２ 理事長は、理事会の決定に従ってこの組合の業務を統括する。 
３ 副理事長は、理事長を補佐して、理事長に事故があるときは、その職務を専務理事とともに

代行する。 
４ 専務理事は、理事長を補佐してこの組合の業務を執行し、理事長に事故があるときは、副理

事長とともに、その職務を代行する。 
５ 常務理事は、理事長及び専務理事を補佐してこの組合の業務の執行を分担し、理事長及び専

務理事に事故があるときは、あらかじめ理事会の定めた順序に従ってその職務を代行する。 
６ 理事は、理事長、副理事長、専務理事及び常務理事に事故があるときは、あらかじめ理事会

において定めた順序に従ってその職務を代行する。 
（理事会） 
第２９条 理事会は、理事をもって組織する。 

２ 理事会は、この組合の業務執行を決し、理事の職務の執行を監督する。 
３ 理事会は、理事長が招集する。 
４ 理事長以外の理事は、理事長に対し、理事会の目的である事項を示して、理事会の招集を請

求することができる。 
５ 前項の請求のあった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を理事会の

日とする理事会の招集の通知が発せられない場合には、その請求をした理事は、理事会を招集

することができる。 
６ 理事は３月に１回以上業務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。 
７ その他理事会の運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

（理事会招集手続） 
第３０条 理事会の招集は、その理事会の日の１週間前までに、各理事及び監事に対してその通知（電

磁的方法を含む）を発してしなければならない。ただし、緊急の必要がある場合には、この期

間を短縮することができる。 
２ 理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで開くことができ

る。 
（理事会の議決事項） 
第３１条 この定款に特別の定めがあるもののほか、次の事項は、理事会の議決を経なければならな

い。 
（１）この組合の財産及び業務の執行に関する重要な事項 
（２）総会及び総代会の招集並びに総会及び総代会に付議すべき事項 
（３）この組合の財産及び業務の執行のための手続その他この組合の財産及び業務の執行につ

いて必要な事項を定める規則の設定、変更及び廃止 
（４）取引金融機関の決定 
（５）前各号のほか、理事会において必要と認めた事項 

（理事会の議決方法） 
第３２条 理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数が出席し、その過半数をもって

行う。 
２ 前項の決議について特別の利害関係を有する理事は、その議決に加わる権利を有しない。 
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３ 理事が理事会の決議の目的である事項について提案した場合において、当該提案につき議決

に加わることができる理事全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事

が当該議案について異議を述べたときは除く。）は、当該提案を可決する旨の理事会の決議があ

ったものとみなす。 
４ 理事又は監事が理事及び監事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知したときは、当

該事項を理事会へ報告することを要しない。 
（理事会の議事録） 
第３３条 理事会の議事については、法令に定める事項を記載した議事録を作成し、出席した理事及

び監事はこれに署名し、又は記名押印しなければならない。 
２ 前項の議事録を電磁的記録をもって作成した場合には、出席した理事及び監事はこれに電子

署名をしなければならない。 
（定款等の備置） 
第３４条 この組合は、法令に基づき、以下に掲げる書類を事務所に備え置かなければならない。 

（１）定款 
（２）規約 
（３）理事会の議事録 
（４）総代会の議事録 
（５）貸借対照表、損益計算書、剰余金処分案又は損失処理案（以下「決算関係書類」という。）

及び事業報告書並びにこれらの附属明細書（監査報告を含む。） 
２ この組合は、法令の定める事項を記載した組合員名簿を作成し、事務所に備え置かなければ

ならない。 
３ この組合は、組合員又はこの組合の債権者（理事会の議事録については、裁判所の許可を得

たこの組合の債権者）から、法令に基づき、業務取扱時間内において当該書面の閲覧又は謄写

の請求等があったときは、正当な理由がないのにこれを拒んではならない。 
（監事の職務及び権限） 
第３５条 監事は、理事の職務の執行を監査する。この場合において、法令で定めるところにより監

査報告を作成しなければならない。 
２ 監事は、いつでも、理事及びこの組合の使用人に対して事業に関する報告を求め、又はこの

組合の業務及び財産の状況の調査をすることができる。 
３ 監事は、その職務を行うため必要があるときは、この組合の子会社に対して事業の報告を求

め、又はその子会社の業務及び財産の状況の調査をすることができる。 
４ 前項の子会社は正当な理由があるときは、同項の報告又は調査を拒むことができる。 
５ 監事は理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べなければならない。 
６ 監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがあると認めるとき、又は

法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、遅滞なく、

その旨を理事会に報告しなければならない。 
７ 監事は、前項の場合において、必要があると認めるときは、理事に対し、理事会の招集を請

求することができる。 
８ 第２９条第５項の規定は、前項の請求をした監事についてこれを準用する。 
９ 監事は、総代会において、監事の解任又は辞任（選任若しくは解任又は辞任）について意見

を述べることができる。 
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１０ 監事を辞任した者は、辞任後最初に招集される総代会に出席して、辞任した旨及びその理由

を述べることができる。 
１１ 理事長は、前項の者に対し、同項の総代会を招集する旨並びに総代会の日時及び場所を通知

しなければならない。 
１２ 監査についての規則の設定、変更及び廃止は監事が行い、総代会の承認を受けるものとする。 

（理事の報告義務） 
第３６条 理事は、この組合に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見したときは、直ちに監事

に報告しなければならない。 
（監事による理事の不正行為等の差止め） 
第３７条 監事は、理事がこの組合の目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款に違反する行為を

し、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、当該行為によってこの組合に著しい

損害が生ずるおそれがあるときは、当該理事に対し、当該行為をやめることを請求することが

できる。 
２ 前項の場合において、裁判所が仮処分をもって同項の理事に対し、その行為をやめることを

命ずるときは、担保を立てさせないものとする。 
（監事の代表権） 
第３８条 第２７条第２項の規定にかかわらず、次の場合には、監事がこの組合を代表する。 

（１）この組合が、理事又は理事であった者（以下、この条において理事等という。）に対し、

又理事等がこの組合に対して訴えを提起する場合 
（２）この組合が、６箇月前から引き続き加入する組合員から、理事等の責任を追及する訴え

の提起の請求を受ける場合 
（３）この組合が、６箇月前から引き続き加入する組合員から、理事等の責任を追及する訴え

に係る訴訟告知を受ける場合 
（４）この組合が、裁判所から、６箇月前から引き続き加入する組合員による理事等の責任を

追及する訴えについて、和解の内容の通知及び異議の催告を受ける場合 
（組合員による理事の不正行為等の差止め） 
第３９条 ６箇月前から引き続き加入する組合員は、理事が組合の目的の範囲外の行為その他法令若

しくは定款に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、当該行

為によってこの組合に回復することができない損害が生ずるおそれがあるときは、当該理事に

対し、当該行為をやめることを請求することができる。 
（組合員の調査請求） 
第４０条 組合員は、総組合員の１００分の３以上の同意を得て、監事に対し、この組合の業務及び

財産の状況の調査を請求することができる。 
２ 監事は、前項の請求があったときは、必要な調査を行わなければならない。 

（顧 問） 
第４１条 この組合に、顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、学識経験のある者のうちから、理事会において選任する。 
３ 顧問は、この組合の業務の執行に関し、理事長の諮問に応ずるものとする。 

（職 員） 
第４２条 この組合の職員は、理事長が任免する。 

２ 職員の定数、服務、給与その他職員に関し必要な事項は、規則で定める。 
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第４章 総代会及び総会 
（総代会の設置） 
第４３条 この組合に、総会に代るべき総代会を設ける。 
（総代の定数） 
第４４条 総代の定数は、２００人以上２５０人以内において総代選挙規約で定める。 
（総代の選挙） 
第４５条 総代は、総代選挙規約の定めるところにより、組合員のうちから選挙する。 
（総代の補充） 
第４６条 総代が欠けた場合におけるその補充については、総代選挙規約の定めるところによる。 
（総代の職務執行） 
第４７条 総代は、組合員の代表として、組合員の意思を踏まえ、誠実にその職務を行わなければな

らない。 
（総代の任期） 
第４８条 総代の任期は１年とする。ただし、再選を妨げない。 

２ 補欠総代の任期は、前項の規定にかかわらず、前任者の残任期間とする。 
３ 総代は、任期満了後であっても後任者の就任するまでの間は、その職務を行うものとする。 

（総代名簿） 
第４９条 理事は、総代の氏名及びその選挙区を記載した総代名簿を作成し、組合員に周知しなけれ

ばならない。 
（通常総代会の招集） 
第５０条 通常総代会は、毎事業年度終了の日から３箇月以内に招集しなければならない。 
（臨時総代会の招集） 
第５１条 臨時総代会は、必要があるときはいつでも理事会の議決を経て招集できる。ただし、総代

がその５分の１以上の同意を得て、会議の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を提

出して総代会の招集を請求したときは、理事会は、その請求のあった日から２０日以内に臨時

総代会を招集すべきことを決しなければならない。 
（総代会の招集者） 
第５２条 総代会は、理事会の議決を経て、理事長が招集する。 

２ 理事長及びその職務を代行する理事がいないとき、又は前条の請求があった場合において、

理事が正当な理由がないのに総代会招集の手続をしないときは、監事は、総代会を招集しなけ

ればならない。 
（総代会の招集手続） 
第５３条 総代会の招集者が総代会を招集する場合には、総代会の日時及び場所その他の法令で定め

る事項を定めなければならない。 
２ 前項の事項の決定は、次項の定める場合を除き、理事会の決議によらなければならない。 
３ 前条第２項の規定により監事が総代会を招集する場合には、第 1 項の事項の決定は、監事の

全員の合議によらなければならない。 
４ 総代会を招集するには、総代会の招集者は、その総代会の会日の１０日前までに、総代に対

して第１項の事項を記載した書面をもって、その通知を発しなければならない。 
５ 通常総代会の招集の通知に際しては、法令で定めるところにより、総代に対し、理事会の承
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認を受けた決算関係書類及び事業報告書（監査報告を含む）を提供しなければならない。 
（総代会提出議案・書類の調査） 
第５４条 監事は、理事が総代会に提出しようとする議案、書類その他法令で定めるものを調査しな

ければならない。この場合において、法令若しくは定款に違反し、又は著しく不当な事項があ

ると認めるときは、その調査の結果を総代会に報告しなければならない。 
（総代会の会日の延期又は続行の決議） 
第５５条 総代会の会日は、総代会の議決により、延期し、又は続行することができる。この場合に

おいては、第５３条の規定は適用しない。 
（総代会の議決事項） 
第５６条 この定款に特別の定めがあるもののほか、次の事項は総代会の議決を経なければならない。 

（１）定款の変更 
（２）規約の設定、変更及び廃止 
（３）解散及び合併 
（４）毎事業年度の予算及び事業計画の設定及び変更 
（５）出資一口の金額の減少 
（６）事業報告書及び決算関係書類 
（７）連合会及び他の団体への加入又は脱退 

２ この組合は、第３条各号に掲げる事業を行うため、必要と認められる他の団体への加入又は

脱退であって、多額の出資若しくは加入金又は会費を要しないものについては、前項の規定に

かかわらず、総代会の議決によりその範囲を定め、理事会の議決事項とすることができる。 
３ 総代会においては、第５３条第４項の規定により、あらかじめ通知した事項についてのみ議

決をするものとする。ただし、この定款により総代会の議決事項とされているものを除く事項

であって軽微かつ緊急を要するものについては、この限りでない。 
（総代会の成立要件） 
第５７条 総代会は、総代の半数が出席しなければ、議事を開き、議決をすることができない。 

２ 前項に規定する数の総代の出席がないときは、理事会は、その総代会の会日から２０日以内

にさらに総代会を招集することを決しなければならない。この場合には、前項の規定は適用し

ない。 
（役員の説明義務） 
第５８条 役員は、総代会において、総代から特定の事項について説明を求められた場合には、当該

事項について必要な説明をしなければならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りではな

い。 
（１）総代が説明を求めた事項が総代会の目的である事項に関しないものである場合。 
（２）その説明をすることにより組合員の共同の利益を著しく害する場合。 
（３）総代が説明を求めた事項について説明をするために調査をすることが必要である場合。

ただし、当該総代が総代会の日より相当の期間前に当該事項をこの組合に対して通知した

場合又は当該事項について説明をするために必要な調査が著しく容易である場合はこの限

りでない。  
（４）総代が説明を求めた事項について説明をすることによりこの組合その他の者（当該総代

を除く。）の権利を侵害することとなる場合。 
（５）総代が当該総代会において実質的に同一の事項について繰り返して説明を求める場合。 
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（６）前各号に掲げる場合のほか、総代が説明を求めた事項について説明をしないことにつき

正当な理由がある場合。 
（議決権及び選挙権） 
第５９条 総代は、その出資口数の多少にかかわらず、各１個の議決権及び選挙権を有する。 
（総代会の議決方法） 
第６０条 総代会の議事は、出席した総代の議決権の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 
２ 総代会の議長は、総代会において、出席した総代のうちから、その都度選任する。 
３ 議長は、総代として総代会の議決に加わる権利を有しない。 
４ 総代会において議決をする場合には、議長は、その議決に関して出席した総代の数に算入し

ない。 
（総代会の特別議決方法） 
第６１条 次の事項は、総代の半数以上が出席し、その議決権の３分の２以上の多数で決しなければ

ならない。 
（１）定款の変更 
（２）解散及び合併 
（３）組合員の除名 
（４）事業の全部の譲渡 
（５）第２３条第５項の規定による役員の責任の免除 

（議決権及び選挙権の書面又は代理人による行使） 
第６２条 総代は、第５３条第４項の規定によりあらかじめ通知のあった事項について、書面又は代

理人をもって議決権又は選挙権を行うことができる。ただし、組合員でなければ代理人となる

ことができない。 
２ 前項の規定により、議決権又は選挙権を行う者は、出席者とみなす。 
３ 第１項の規定により書面をもって議決権又は選挙権を行う者は、第５３条第４項の規定によ

りあらかじめ通知のあった事項について、その賛否又は選挙しようとする役員の氏名を書面に

明示して、第６６条又は第１９条第１項の規定による規約の定めるところにより、この組合に

提出しなければならない。 
４ 代理人は、３人以上の総代を代理することができない。 
５ 代理人は、代理権を証する書面をこの組合に提出しなければならない。 

（組合員の発言権） 
第６３条 組合員は、総代会に出席し、議長の許可を得て発言することができる。ただし、総代の代

理人として総代会に出席する場合を除き、議決権及び選挙権を有しない。 
（総代会の議事録） 
第６４条 総代会の議事については、法令で定める事項を記載した議事録を作成し、作成した理事及

び議長がこれに署名又は記名押印するものとする。 
（解散又は合併の議決） 
第６５条 総代会においてこの組合の解散又は合併の議決があったときは、理事は、当該議決の日か

ら１０日以内に、組合員に当該議決の内容を通知しなければならない。 
２ 前項の議決があった場合において、組合員が総組合員の５分の１以上の同意を得て、会議の

目的である事項及び招集の理由を記載した書面を理事会に提出して、総会の招集を請求したと

- 60 -



きは、理事会は、その請求のあった日から３週間以内に総会を招集すべきことを決しなければ

ならない。この場合において、書面の提出は、前項の通知に係る事項についての総代会の議決

の日から１月以内にしなければならない。 
３ 前項の請求の日から２週間以内に理事が正当な理由がないのに総会招集の手続をしないとき

は、監事は、総会を招集しなければならない。 
４ 前２項の総会において第１項の通知に係る事項を承認しなかった場合には、当該事項につい

ての総代会の議決は、その効力を失う。 
（総会及び総代会運営規約） 
第６６条 この定款に定めるもののほか、総会及び総代会の運営に関し必要な事項は、総会及び総代

会運営規約で定める。 
 
第５章 事業の執行 
（事業の利用） 
第６７条 組合員と同一の世帯に属する者は、この組合の事業の利用については、組合員とみなす。 
（事業の品目等） 
第６８条 第３条第１号に規定する生活に必要な物資の品目は、書籍、学用品、日用品、食料品、衣

料品、電気製品、家具、医薬品、たばこ、官製品、酒、その他の組合員の日常生活に必要な物

資とする。 
２ 第３条第２号に規定する生活に有用な協同施設の種類は、食堂及び喫茶とする。 
３ 第３条第４号に規定する生活の共済を図る事業は、全国大学生協共済生活協同組合連合会が

行う生命共済事業及び火災共済事業の業務の一部を受託する受託共済事業とする。 
第６章 会 計 
（事業年度） 
第６９条 この組合の事業年度は、毎年３月１日から翌年２月末日までとする。 
（財務処理） 
第７０条 この組合は、法令及びこの組合の経理に関する規則の定めるところにより、この組合の財

務の処理を行い、決算関係書類及びその附属明細書を作成するものとする。 
（収支の明示） 
第７１条 この組合は、この組合が行う事業の種類ごとに収支を明らかにするものとする。 
（法定準備金） 
第７２条 この組合は、出資総額の２分の１に相当する額に達するまで、毎事業年度の剰余金の１０

分の１に相当する額以上の金額を法定準備金として積み立てるものとする。ただし、この場合

において繰越欠損金があるときには、積み立てるべき準備金の額の計算は、当該事業年度の剰

余金からその欠損金のてん補に充てるべき金額を控除した額について行うものとする。 
２ 前項の規定による法定準備金は、欠損金のてん補に充てる場合を除き、取り崩すことができ

ない。 
（教育事業等繰越金） 
第７３条 この組合は、毎事業年度の剰余金の２０分の１に相当する額以上の金額を教育事業等繰越

金として翌事業年度に繰り越し、繰り越された事業年度の第３条第５号に定める事業の費用に

充てるために支出するものとする。なお、全部又は一部を組合員の相互の協力の下に職域及び

地域において行う福祉の向上に資する活動を助成する事業に充てることができる。 
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２ 前条第１項ただし書の規定は、前項の規定による繰越金の額の計算について準用する。 
（剰余金の割戻し） 
第７４条 この組合は、剰余金について、組合員の組合事業の利用分量又は払込んだ出資額に応じて

組合員に割り戻すことができる。 
（利用分量に応ずる割戻し） 
第７５条 組合事業の利用分量に応ずる剰余金の割戻し（以下「利用分量割戻し」という。）は、毎事

業年度の剰余金について、繰越欠損金をてん補し、第７２条第１項の規定による法定準備金と

して積み立てる金額及び第７３条第１項の規定による教育事業等繰越金として繰り越す金額

（以下「法定準備金等の金額」という。）を控除した後に、なお残余があるときに行うことがで

きる。 
２ 利用分量割戻しは、各事業年度における組合員の組合事業の利用分量に応じて行う。 
３ この組合は、組合事業を利用する組合員に対し、組合事業の利用の都度利用した事業の分量

を証する領収書（利用高券・レシート等）を交付するものとする。 
４ この組合は、組合員が利用した組合事業の利用分量の総額がこの組合の事業総額の５割以上

であると確認した場合でなければ、利用分量割戻しを行わない。 
５ この組合は、利用分量割戻しを行うこと及び利用分量割戻金の額について総代会の議決があ

ったときは、速やかに利用分量割戻金の利用分量に対する割合及び利用分量割戻金の請求方法

を組合員に公告するものとする。 
６ この組合は、利用分量割戻しを行うときは、その割り戻すべき金額に相当する額を利用分量

割戻金として積み立てるものとする。 
７ 組合員は、第５項の公告に基づき利用分量割戻金をこの組合に請求しようとするときは、利

用分量割戻しを行うことについての議決が行われた総代会の終了の日から６箇月を経過する日

までに、第３項の規定により交付を受けた領収書（利用高券・レシート等）を提出してこれを

しなければならない。 
８ この組合は、前項の請求があったときは、第６項の規定による利用分量割戻金の積立てを行

った事業年度の翌々事業年度の末日までに、その利用分量割戻金を取り崩して、組合員ごとに

前項の規定により提出された領収書（利用高券・レシート等）によって確認した事業の利用分

量に応じ、利用分量割戻金を支払うものとする。 
９ この組合は、各組合員ごとの利用分量があらかじめ明らかである場合には、第７項の規定に

かかわらず、組合員からの利用分量割戻金の請求があったものとみなして、前項の支払を行う

ことができる。 
１０ この組合が、前２項の規定により利用分量割戻しを行おうとする場合において、この組合の

責めに帰すべき事由以外の事由により第８項に定める期間内に支払を行うことができなかった

ときは、当該組合員は、当該期間の末日をもって利用分量割戻金の請求権を放棄したものとみ

なす。 
１１ この組合は、各事業年度の利用分量割戻金のうち、第８項に定める期間内に割戻しを行うこ

とができなかった額は、当該事業年度の翌々事業年度における事業の剰余金に算入するものと

する。 
（出資額に応ずる割戻し） 
第７６条 払い込んだ出資額に応ずる剰余金の割戻し（以下「出資配当」という。）は、毎事業年度の

剰余金から法定準備金等の金額を控除した額又は当該事業年度の欠損金に、繰越剰余金又は繰
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越欠損金を加減し、さらに任意積立金取崩額を加算した額について行うことができる。 
２ 出資配当は、各事業年度の終わりにおける組合員の払込済出資額に応じて行う。 
３ 出資配当金の額は、払込済出資額につき年１割以内の額とする。 
４ この組合は、出資配当を行うこと及び出資配当金の額について総代会の議決があったときは、

速やかに出資配当金の払込済出資額に対する割合及び出資配当金の請求方法を組合員に公告す

るものとする。 
５ 組合員は、前項の公告に基づき出資配当金をこの組合に請求しようとするときは、出資配当

を行うことについての議決が行われた総代会の終了の日から６箇月を経過する日までにこれを

しなければならない。 
６ この組合は、前項の請求があったときは、遅滞なく出資配当金を支払うものとする。 
７ この組合は、あらかじめ支払方法を明確に定めている場合には、第５項の規定にかかわらず、

組合員からの出資配当金の請求があったものとみなして、前項の支払を行うことができる。 
８ この組合が、前２項の規定により出資配当金の支払を行おうとする場合において、この組合

の責めに帰すべき事由以外の事由により支払を行えなかったときは、第４項に定める総代会の

終了の日から２年を経過する日までの間に請求を行った場合を除き、当該組合員は、出資配当

金の請求権を放棄したものとみなす。 
（端数処理） 
第７７条 前２条の規定による割戻金の額を計算する場合において、組合員ごとの割戻金の額に１０

円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 
（その他の剰余金処分） 
第７８条 この組合は、剰余金について、第７４条の規定により組合員への割戻しを行った後になお

残余があるときは、その残余を任意に積み立て又は翌事業年度に繰り越すものとする。 
（欠損金のてん補） 
第７９条 この組合は、欠損金が生じたときは、繰越剰余金、前条の規定により積み立てた積立金、

法定準備金の順に取り崩してそのてん補に充てるものとする。 
（投機取引等の禁止） 
第８０条 この組合は、いかなる名義をもってするを問わず、この組合の資産について投機的運用及

び投機取引を行ってはならない。 
（組合員に対する情報開示） 
第８１条 この組合は、この組合が定める規則により、組合員に対して事業及び財務の状況に関する

情報を開示するものとする。 
 
第７章 解 散 
（解 散） 
第８２条 この組合は、総代会の議決による場合のほか、次の事由によって解散する。 

（１）目的たる事業の成功の不能 
（２）合併 
（３）破産手続きの開始の決定 
（４）行政庁の解散命令 

２ この組合は前項の事由によるほか、組合員（第６条第２項の規定による組合員及び第６条第

１項の規定による通学する者を除く。）が２０人未満になったときは、解散する。 
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３ 理事は、この組合が解散（破産による場合を除く。）したときは、遅滞なく組合員に対してそ

の旨を通知し、かつ、公告しなければならない。 
（残余財産の処分） 
第８３条 この組合が解散（合併又は破産による場合を除く。）した場合の残余財産（解散のときにお

けるこの組合の財産から、その債務を完済した後における残余の財産をいう。）は、払込済出資

額に応じて組合員に配分する。ただし、残余財産の処分につき、総代会において別段の議決を

したときは、その議決によるものとする。 
 
第８章 雑  則 
（公告の方法） 
第８４条 この組合の公告は、この組合の事務所の店頭に掲示する方法により行う。 

２ 法令により官報に掲載する方法により公告しなければならないとされている事項に係る公告

については、官報に掲載するほか、前項に規定する方法により行うものとする。 
（組合の組合員に対する通知及び催告） 
第８５条 この組合が、組合員に対してする通知及び催告は、組合員名簿に記載し、又は記録したそ

の者の住所に、その者が別に通知又は催告を受ける場所又は連絡先をこの組合に通知したとき

は、その場所又は連絡先にあてて行う。 
２ この組合は、前項の規定により通知及び催告を行った場合において、通常組合員に到達すべ

きときに組合員に到達したものとみなす。 
（実施規則） 
第８６条 この定款及び規約に定めるもののほか、この組合の財産及び業務の執行のための手続、そ

の他この組合の財産及び業務の執行について必要な事項は、規則で定める。 
 
附   則 
（施行期日） 
1 この定款は、この組合成立の日（昭和３５年１０月１４日）から施行する。 
2 この定款は、昭和４７年５月２７日改定し、同日より実施する。 
3 この定款は、昭和６０年１２月１４日改定し、同日より実施する。 
4 この定款は、平成２年５月２６日改定し、同日より実施する。 
5 この定款は、平成６年８月２４日改定し、同日より実施する。 
6 この定款は、平成２０年７月１７日改定し、同日より実施する 
7 この定款は、平成２１年６月２４日に改定し、同日より実施する。 
8 この定款は、平成２３年６月２０日改定し、同日より実施する。 
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       総代選挙規約 
（総則） 
第１条 定款第４５条規定する総代の選挙は、定款の定めのほかこの規約の定めるところによる。 
（選挙区と定数） 
第２条 総代の選挙区及び各選挙区ごとの総代の定数は、定款第４４条の定める範囲内において理事会で定める。 
（総代選挙管理委員会） 
第３条 理事長は、総代選挙を管理運営するために、理事会の承認を得て総代選挙管理委員を任命する。 

２ 総代選挙管理委員は、組合員の中から３人以上５人以内をもって構成する。 
３ 委員の任期は１年とする。ただし再選を妨げない。 
４ 総代選挙管理委員は、総代選挙管理委員会を構成する。総代選挙管理委員会は委員の中から委員長１人を互選す

る。 
５ 総代選挙管理委員会は委員の半数以上の出席により成立し、委員会の議事は出席した委員の３分の２以上の議決

によって決する。 
６ 選挙の管理運営について、この規約に定めのないことは、総代選挙管理委員会が決定する。 
７ 総代選挙管理委員長は選挙の結果を理事会に報告する。 

（選挙権及び被選挙権） 
第４条 選挙権及び被選挙権を有する組合員は、総代選挙管理委員会の定める日に組合員名簿に登録されている者とする。

但し、役員及び総代選挙管理委員は、被選挙権を有しない。 
（総代の選挙及び公示） 
第５条 任期満了にともなう総代選挙は総代会の会日の３０日前までに公告を行ない会日の１４日前までに選挙を実施

する。公告にあたっては次のことを組合員に公示する。 
  （１）総代の選挙区と定数 
  （２）候補者の受付期間と手続き方法 
  （３）選挙期日・投票場所と投票方法 
（総代候補者の受付） 
第６条 総代に立候補しようとする組合員は、公示された立候補受付期間中に、組合の定めた立候補届出用紙に必要事項

を記入し、総代選挙管理委員長に提出しなければならない。 
２ 組合員が総代候補者を推薦しようとするときは、その選挙区の組合員の中から本人の承諾を得て、前項の期間内

に推薦を届け出ることができる。 
（候補者の公示） 
第７条 総代選挙管理委員長は、選挙期日の７日前までに、候補者受付期間に届け出のあった候補者の所属と氏名を、組

合員に公示しなければならない。 
（選挙運動） 
第８条 選挙運動は、総代選挙管理委員会があらかじめ定めた指示に従って行うことを要する。 

２ 選挙運動を行うにあたり、前項による選挙管理委員会の指示との関係について疑義があるときは、選挙管理委員

会の裁定に従わなければならない。 
（投票の方法） 
第９条 候補者が定員をこえた選挙区は、組合員一人一票とし、無記名連記制によって選挙を行なう。 
（当選者） 
第１０条 当選の決定は有効投票の多数の順による。但し、当選最下位者の得票数が同数の時は抽選に 

より当選者を決定する。 
２ 候補者がその選挙区の定数以内であるときは投票によらないで当選とする。 
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３ 候補者がその選挙区の定数以内であるときは、その選挙区の定数は当選した候補者の数とし、総代総数が定款に

定める最低定数を満たさないときは定員割れとなった選挙区について再選挙を行なう。 
（無効投票） 
第１１条 次の投票は無効とする。 
   （１）所定の用紙を用いないもの 
   （２）定められた投票方法に違反したもの 
   （３）人名がなにびとか確認しがたいもの 
   （４）選挙される総代の氏名のほか、他事を記載したもの 
（立会人） 
第１２条 委員会は、投票及び開票の際必要に応じて、選挙権を持つ組合員の中から立会人を選任する。 
（当選の通知と公示） 
第１３条 選挙管理委員会は当選者が確定したときは当選者にその旨を通知し、かつ、当選者の所属、 

氏名を公示する。 
（就任） 
第１４条 当選者は、前条による公告の翌日をもって総代に就任するものとする。ただし、前条による公告の３日後まで

に、当選者が書面をもって就任の辞退を総代選挙管理委員長に届け出た場合はこの限りではない。 
２ 当選者が就任を辞退した時、またはその資格を失った時は、次点のものを順に繰り上げ当選とする。 
３ 次点者の繰り上げによっても総代の定数に満たない場合は、第１０条第３項を準用する。 
４ 前三項の規定は、任期途中における欠員についても適用する。 

（異議申し立て） 
第１５条 選挙に関する異議は、当選の公示から７日以内に選挙管理委員会に対して書面をもって委員会に対しておこな

う。 
２ 異議が正当であるか否かは選挙管理委員会において決する。 
３ 選挙管理委員会は第１項の異議が正当であるか否かを異議申立の日から５日以内に異議申立人に通知する。 
４ 異議が正当であり、かつ、それが個々の候補者の当選に影響するときは、選挙管理委員会は当選を無効とし、次

点者を順次繰り上げて当選者とする。 
５ 異議の理由が当該選挙区又は全選挙区の選挙に関わり、かつそれがその選挙の結果に影響するときは、選挙管理

委員会は当該選挙区または全選挙区の選挙を無効とし、再選挙を公告しなければならない。 
（補充） 
第16条  選挙区の定数の５分の１を超えて総代が欠けた場 

合において、総代会を招集しようとするときは、理事長は当該選挙区について補充選挙を実施しなければならない。 
２ 補充選挙については、前各条を準用する。 

（細則） 
第１７条 選挙実施の細則は選挙管理委員会において別に定める。 
（改廃） 
第１８条 この規約の改廃は、総代会の議決による。 
 
附則１ この規約は、平成２０年６月１日の日から実施する。 
  ２ この規約の発効した平成２０年６月１日に昭和３５年１２月１日より施行し、昭和４７年５月２７日改正した九

州大学生活協同組合総代選挙規定を廃止する。 

 
 

- 66 -



総代会運営規約 
（総則） 
第１条 この規約は、定款第６６条に基づき、総代会の運営について定める。 

２ 法令、定款及びこの規約に特に定めがないときは、そのつど総代会で定める。 
３ 法令、定款及びこの規約に定めた事項のほかは議長が決する。 

（総代の資格確認） 
第２条 総代会に出席する総代は、組合員証及び身分証明書を組合に提示し、総代証の交付を受ける。 

２ 定款第６１条により総代から議決権の委任を受けた代理人は、委任状を組合に提出し、かつ、組合員証及び身分

証明書を組合に提示し、組合から代理人証の交付を受ける。ただし、代理人が代理できるのは総代２人までとする。 
３ 書面で議決をする総代は、書面議決を総代会の開会までに組合に提出しなければならない。  

（傍聴） 
第３条 組合員は、組合員証及び身分証明書を組合に提示し、傍聴者証の交付を受けて傍聴する。 
（資格審査委員会） 
第４条 理事長は第２条及び第３条に関する審査を円滑に行なうため、理事若干名で構成する資格審査委員会をおくこと

ができる。 
（開会） 
第５条 総代の出席者が定款第５７条に定める成立要件に達したとき、理事はその数を報告して開会を宣言する。ただし、

監事が招集した総代会では、監事がこれを行なう。 
（議長の選出） 
第６条 理事は、総代会にはかって出席した総代の中から議長１名を選出する。 

２ 前項の選出に際し選挙を行なう場合は、拍手、挙手、又は投票による。 
３ 議長は、総代会の秩序を保ち円滑に運営する。 

（書記） 
第７条 議長は、議事の開始にあたり議場にはかって、書記若干名を指名する。 
（議事運営委員） 
第８条 議長は、役員、総代の中から議事運営委員を指名し、議事日程の提案、発言通告の受理、その他議事運営に必要

な助言と事務を行なわせることができる。 
（退場の制限その他） 
第９条 出席者は議長の定めた席につき、会議中みだりに席を離れてはならない。 

２ 出席した総代または代理人が、総代会の終了前に退席するときは、議長あるいは議事運営委員の許可を得なけれ

ばならない。 
３ 総代会の出席者が退場によって成立要件に欠けることになったときは、議長はこのことを総代会に報告する。 
４ 第２項に基づき退席する総代または代理人が書面議決書を提出した場合は、第２条第３項の規定にかかわらず、

これを有効として取り扱う。 
（発言） 
第１０条 議長は、発言方法と発言時間を総代会にはかって定める。 

２ 発言者は、議長の許可を得て、所属氏名を告げてから発言する。 
３ 傍聴席の組合員は、議長の許可を得て発言できる。 
４ 議長は、総代会にはかって、関係者を出席させ発言を求めることができる。 
５ 議長は、総代会の運営上必要と判断したとき、発言を停止させることができる。 

（質問に対する答弁） 
第１１条 総代は、その議決権の行使に必要な範囲内において、議案について質問することができる。 
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２ 総代の質問に対する答弁は、議案に関する質問については理事長またはその指名した理事が、監査に関する質問

については監事が行う。ただし、以下の場合には、その理由を告げて質問に対する答弁を拒むことができる。 
（１）質問が総代会の議事日程及び議案に直接関係がないと認められる場合 
（２）答弁により組合員の共同の利益を著しく害する場合 
（３）調査を要するため、直ちに答弁することが困難であると認められる場合。 
（４）答弁により、この組合又は第三者の権利を侵害することとなる場合 
（５）総代が実質的に同一の事項について繰り返して説明を求める場合 
（６）その他正当な理由がある場合 
３ 理事または監事は、議長の許可を受けて職員等の補助者に説明をさせることができる。 

（議事運営に関する動議） 
第１２条 総代は、討論の続行と終結、総代会の続行と延期、議長不信任など議事進行に関する事項について動議を提出

することができる。 
２ 動議があったときは、議長はその動議を採決するか否かを議場にはからなくてはならない。但し、議長の不信任

動議を除き、議事運営上適切でないと認められるときは、議長の判断により動議を却下することができる。 
３ 動議は実出席総代及び代理人の過半数によって議決し、書面による議決権の行使は認めない。 

（修正動議） 
第１３条 総代が、付議された議案を修正する動議（以下、修正動議という。）を提出する場合には、総代５名以上の賛

同を得て、文書で議長に届け出るものとする。 
２ 前項の要件を満たす修正動議の提出があった場合には、議長はその動議について審議に付さなければならない。 
３ 議長は、修正動議が提出されたときは、まず修正動議につきこれを決するものとし、２つ以上の修正動議がある

ときは、その趣旨が原案ともっとも異なるものから順次採択するものとする。 
４ 修正動議の提出者は、その議案が議題になった後でも、これを修正または撤回できる。 
５ 修正動議は実出席総代及び代理人の過半数によって議決する。 
６ 修正動議を採決する場合には、書面による議決権のうち、原案に対して賛成のものは修正動議に対して反対とみ

なし、原案に対して反対のものは棄権したものとみなす。 
（緊急動議） 
第１４条 総代は、定款第５６条に基づき、定款の定める総代会の議決事項以外の事項であって、軽微かつ緊急を要する

ものについて、動議を提出することができる。 
２ 前項に定める動議（以下、緊急動議という。）を提出するには、総代５名以上の賛同を得て、文書で議長に届け

出るものとする。 
３ 緊急動議を採決する場合には、書面または代理人による議決権を加えないものとする。 

（一事不再議） 
第１５条 否決または撤回された議案及び動議は、同じ総代会で再び提案できない。 
（特別委員会） 
第１６条 総代会で特に必要と認めたときは、特別委員会を設けて、議案その他の事項の審議を行なわせることができる。 

２ 前項の委員は総代会で選任し、委員は委員長を互選する。 
３ 委員長は、審議の経過及び結果を議長に報告する。 
４ 議長は、特別委員会の報告で必要により、採決・採択に付さなければならない。 

（総代会の打切り、延期および続行） 
第１７条 総代会は、総代会の議決により打ち切り、延期し、または続行することができる。 
（討論の終結） 
第１８条 議長が議案の採決・採択を行なうことを宣言した後は、議案についての発言はできない。 
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（採決・採択の方法） 
第１９条 採決・採択は挙手、起立、投票のいずれかの方法によるものとし、そのつど議長が定める。 

２ 総代と代理人は、総代証または代理人証を明示して採決・採択に応じなければならない。 
３ 議長は、開会後に書面議決書を開封し、議案ごとにその賛否を加えて採決・採択しなければならない。 
４ 議長は、採決にあたって議場の閉鎖を宣言し、総代会の成立の状況を確認するものとする。 
５ 棄権票は出席総代の議決権数に算入する。表示された議決権行使の意思内容が不明である場合も同様とする。 

（採決結果の宣言） 
第２０条 議長は、採決の結果を宣言しなければならない。この場合、議長はその議題の議決に必要な賛成数を充足して

いること、または充足していないことを宣言すれば足り、賛否の数を宣言することを要しない。 
（秩序の保持） 
第２１条 総代会の議事運営は、すべて議長が指示する。 

２ 議長は、無断で発言したり、議事妨害になる行為をした者に、退場を命じることができる。 
３ 議長は、議事運営のために必要と判断したときは、議場を閉鎖できる。 

（規定の準用） 
第２２条 本規約は、総会の運営について準用する。 
（改廃） 
第２３条 この規約の改廃は、総代会の議決を必要とする。 
附則 

１ この規約は、平成２０年６月１日の日から実施する。 

 ２ この規約の発効した平成２０年６月１日に昭和３５年１２月１日より施行し、昭和４７年５月２７日改正した九

州大学生活協同組合総代会細則を廃止する。 
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  役員選挙規約 
 

（総則） 
第１条 定款第１９条により、総代会において役員の選挙を行なう場合は、この規約の定めるところによる。 
（選挙区及び定数） 
第２条 選挙区及び定員は理事会において決定する。 
（不適格者） 
第３条 生協法の規定により役員となることができない者のほか、以下の者は役員としての被選挙権を有しない。 

（１）被補助人 
（２）破産手続開始の決定を受け、復権をしていないもの 

（役員選挙管理委員会） 
第４条 選挙に関する事務は、役員選挙管理委員会を設けて行なう。 
（役員選挙管理委員の選任） 
第５条 役員選挙管理委員会の委員は組合員の中から理事会の指名にもとづいて理事長が任命する。 
（役員選挙管理委員の定数） 
第６条 役員選挙管理委員の定数は３人以上５人以内とし、理事会で定める。 

（役員選挙管理委員の任期） 
第７条 役員選挙管理委員の任期は１年とする。ただし再選を妨げない。 

２ 役員選挙管理委員が役員に立候補又は就任する場合は役員選挙管理委員を辞任しなければならない。 
（役員選挙管理委員の構成） 
第８条 役員選挙管理委員会は、役員選挙管理委員をもって構成する。 

２ 役員選挙管理委員は役員選挙管理委員長を互選する。 
３ 役員選挙管理委員会は役員選挙管理委員長が招集する。 
４ 役員選挙管理委員会は役員選挙管理委員の半数以上が出席することによって成立する。 
５ 役員選挙管理委員会の議事は、出席した役員選挙管理委員の過半数で決する。 

（役員選挙管理委員会の任務） 
第９条 役員選挙管理委員会は、定款に定めのあるもののほか、次の事項を行なわなければならない。 

（１）選挙の公示 
（２）立候補者の受付、締切及び公示 
（３）投票及び開票の立ち会い 
（４）当落の確認、総代会への当選人の報告及び当選者への通知 
（５）違反行為のあった場合の当落の判定 
（６）選挙録の作成 
（７）その他選挙に必要な事務 

（選挙の公示） 
第１０条 選挙の公示は、定款第５３条の総代会開催の公示をしようとする日の１週間前までに行ない、立候補の受付は

５日間とする。（ただし、休日は日数として算定しない。） 
（立候補の届出） 
第１１条 理事及び監事の立候補者となろうとするものは、第１０条に規定する立候補受付期間内に、所定の用紙に必要

な事項を記載して役員選挙管理委員会まで届け出なければならない。 
２ 理事会は、理事及び監事の候補者を推薦することができる。理事会は、推薦する候補者を、第１０条に規定する

立候補受付期間内に、所定の用紙に必要な事項を記載して役員選挙管理委員会まで届け出なければならない。 
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３ 次の者は立候補することができない。 
（１）第３条に規定する者 
（２）役員選挙管理委員 

（重複立候補の禁止） 
第１２条 一つの選挙において、同一の候補者を理事候補者及び監事候補者に重複して立候補すること、並びに異なる選

挙区の候補者に重複して立候補することはできない。 
（選挙運動） 
第１３条 選挙運動は、役員選挙管理委員会があらかじめ定めた指示に従って行うことを要する。 

２ 選挙運動を行うにあたり、前項による役員選挙管理委員会の指示との関係について疑義があるときは、役員選挙

管理委員会の裁定に従わなければならない。 
（選挙） 
第１４条 総代会は登録された候補者の中から、選挙区ごとに役員を選挙する。 

２ 選挙は投票によるものとし、連記無記名制により行う。 
３ 当選は総代会出席者の過半数の信任を得た者の中から有効投票数の順により決する。ただし、得票最下位者の得

票数が同数の時（当該得票数が有効投票の過半数である場合に限る。）は抽選により当選者を決定する。 
４ 出席者の過半数の信任を得た者が第２条による定数に満たない場合は、過半数の信任を得られなかった候補者に

つき再投票を行う。再投票の結果、なお過半数の信任を得た者が定数に満たない場合は、定款の規定の範囲内で定

数を減ずる。 
５ 登録された役員候補者が、第２条による選挙区ごとの定数をこえない場合には、信任投票を行う。この場合、出

席者の過半数の信任を得た者が信任された者とする。 
（書面投票） 
第１５条 定款第６２条に定める書面による選挙権の行使は、選挙しようとする役員の氏名を明示した書面を封筒に封入

し、封筒に署名または記名押印して、総代会の開会までに役員選挙管理委員長に提出して行うことを要する。 
２ 前項の規定にかかわらず、総代会の途中で退席する総代は、退席後に行使すべき選挙権について書面をもって行

うことができる。 
（無効） 
第１６条 次に掲げる投票は、無効とする。 

（１）所定の用紙を用いないもの 
（２）選挙される役員の氏名のほか、他事を記載したもの 
（３）人名がなにびとか確認しがたいもの 

（投票の区分） 
第１７条 理事と監事の投票は、区別して行なう。 
（就任辞退） 
第 18 条 当選した役員が就任を辞退したとき、又は役員の資格喪失等により役員に就任しなかったときは、役員選挙管

理委員会の決定により次点者を当選者とする。 
（退任） 
第１９条 総代が役員に就任したときは、総代を退任するものとする。 
（再選挙） 
第２０条 役員の定数に足る当選者、又は就任者を得ることができないときは、理事長は、速やかにその人員不足につい

て総代会を招集し、さらに選挙を行なわなければならない。 
（補充選挙） 
第２１条 役員の一部が欠けた場合において、補充選挙を行うときは、前各条を準用する。 
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（定めのない事項） 
第２２条 この規約に定めのない事項が生じたときは、役員選挙管理委員会がこれを決定する。 
（改廃） 
第２３条 この規約の改廃は、総代会において行なう。 
 
附則 １ この規約は、平成２０年６月１日の日から実施する。 
   ２ この規約の発効した平成２０年６月１日に昭和３５年１２月１日より施行し、昭和５０年５月２４日改正した

九州大学生活協同組合役員選挙規則を廃止する。 
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 監事監査規則 

（趣旨） 

第１条 この規定は、法令及び定款に基づく監事の職務と監査に関する基準及び監事会の運営について定める。 

（監事の基本姿勢） 

第２条 監事は、法令及び定款並びに監事監査規則を遵守し、業務並びに会計に関する監査を行い、この組合の事業の発

展に寄与するとともに、組合員の付託と要請に応えていかなければならない。 

２ 監事は、常にこの組合をめぐる状況等の把握に努めるとともに、不断に理事及び職員との意志疎通を図り、業務

の実態を把握していかなければならない。 

３ 監事は、監査意見をまとめるにあたり、よく事実を確かめ、判断の合理的根拠を求め、正当な注意を払わなけれ

ばならない。 

４ 監事はその職務を行うにあたり、常に公平不偏の立場を保ち、かつ、その職務を通じて知り得た事項について、

その秘密保持も留意しなければならない。 

（監事の職務及び権限） 

第３条 監事の職務及び権限は次の通りとする。 

（１）消費生活協同組合法（以下「生協法」という。）第３０条の３に定められた理事の職務の執行の監査及び監査

報告の作成に関する事項、その他の事項 

（２）生協法第３１条の３に定められた理事が理事の損害賠償責任を免除する議案を総代会に提出するときの同意

に関する事項 

（３）生協法第３１条の６に定められた役員の責任を追及する訴えにおいて、組合が理事等を補助するため、責任

追及等の訴えに係る訴訟に参加する場合の同意に関する事項 

（４）生協法第３１条の７に定められた決算関係書類等の監査及び監査報告の作成に関する事項 

（５）生協法第３１条の８に定められた公認会計士又は監査法人（以下「会計監査人」という。）の選任、解任、

不再任に対する同意に関する事項、その他の事項 

（６）生協法第３１条の９に定められた会計監査人が欠けた場合等における一時会計監査人を選任する事項 

（７）生協法第３３条、第３６条及び第４７条の２に定める理事の職務を行う者がいないとき又は総代若しくは組

合員の総代会招集請求に際し、理事が正当な理由がなく総代会の招集手続を行わないときの招集に関する事項 

（８）定款第３８条に定める事項 

（９）その他法令及び定款に定める事項 

（監事会） 

第４条 監事は、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議又は決議を行うため、監事会を設ける。但し、監事

の権限の行使を妨げることはできない。 

２ 監事会は監事をもって構成し、監事の過半数（複数の監事）の出席で成立する。 

３ 監事会は、定期に開催する。但し、必要ある時は随時開催することができる。 

４ 監事会の招集は、あらかじめ選出された特定監事が行う。但し、他の監事が招集することを妨げない。 

５ 監事会の協議事項は、次の各号の通りとする。 

（１） 監査の方針及び実施計画 

（２） 監査の実施結果についての意見交換 

（３） 監査報告書の作成 
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（４） 総（代）会に報告すべき事項 

（５） 監事の選任議案に関する事項 

（６） 監事の報酬に関する事項 

（７） 役員の責任を追及する訴えに関する事項 

（８） 理事の不正行為等に関する事項 

（９） 理事の損害賠償責任免除に関する事項 

（１０） その他監査に関する重要事項 

６ 監事会の決議事項は、次の各号の通りとする。 

（１） 特定監事の互選 

（２） 監事による総（代）会又は理事会の招集に関する事項 

（３） 組合の代表権に関する事項 

（４） 監査についての規定の設定、改廃に関する事項 

（５） 監査費用に関する事項 

（６） その他監事がその職務を遂行する上で必要と認めた重要事項 

７ 監事会の決議は、監事の過半数をもって行う。但し、前項第１号ないし第３号については、監事全員の合議を経

るものとする。 

８ 監事会は、理事又は必要に応じその他の関係者の出席を求めることができる。 

９ 監事会は、協議の経過の要領及びその結果を議事録に記載し、これを保管する。  

１０ 監事会の招集に関する事務、資料の整理保管その他運営に関する事務は、この組合の職員にあたらせることがで

きる。 

（議事録） 

第５条 監事会は、次に掲げる事項を内容とする議事録を作成し、出席した監事がこれに署名又は記名押印する。 

（１）開催の日時及び場所 

（２）議事の経過の要領及びその結果 

（３）組合に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見した旨の理事からの報告につき監事会において述べられ

た意見又は発言があるときは、その意見又は発言の内容の概要 

（４）監事会に出席した理事又は関係者の氏名 

（５）監事会の議長の氏名 

（重要な会議への出席） 

第６条 監事は、理事会に出席し、必要に応じ報告を行い、又は意見を述べなければならない。 

２ 監事は、理事会の他重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため重要な会議に出席することができ

る。 

３ 監事は、理事会議事録のほか、重要な会議の議事録及び関係資料を閲覧することができる。 

（監査の手続） 

第７条 監事が監査を実施するときは、実施日時、目的、対象を明らかにして代表理事に予告するものとする。ただし、

監査の内容により、特に予告する必要を認めない場合はこの限りでない。 

２ 監事は、理事に対して監査のために必要とする諸資料の提出を求めることができる。また、必要に応じて関係者

に報告を求めることができる。 
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３ 監査を実施するための基準は、日本生協連が定めた生協監事監査基準による。 

（監査報告書） 

第８条 監事会は、監査に基づき、協議のうえ監査報告書を作成する。異なる意見がある場合には、その監事の意見を監

査報告書に付記するものとする。 

２ 監査報告書は、各監事が署名又は記名押印のうえ、この組合の理事長に提出するものとする。 

（本規則の改廃） 

第９条 本規則の改廃は、監事会が行い、総（代）会の承認を得るものとする。 

 
附則 

１ この規約は、平成２０年６月１日の日から実施する。 
  ２ この規約の発効した平成２０年６月１日に監事会規定及び監査規定を廃止する。 
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役 員 報 酬 規 則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規則は九州大学生活協同組合（以下生協という）の役員の報酬、定年、退職慰労

金等に関する事項を定めたものである。 

（役員の定義） 

第２条 この規則で役員とは、総代会において選出された理事、監事をいう。 

第２章 役員報酬 

（役員報酬の基準） 

第３条 役員報酬は、総代会で決定した役員報酬予算総額の限度内において、各役員の役職と

責任に応じて定める。 

２. 役員報酬は社会的水準、他大学生協、職員給与との均衡を考慮して定める。 

３. 非常勤役員の報酬は別表に定める。 

（役員報酬の決定） 

第４条 各役員の報酬額はこの規則にもとづき、毎年、役員報酬に関する委員会（以下役員報

酬委員会という）で審議の上、理事会で決定する。 

２. 役員報酬委員会は、理事長が構成理事より任命する。 

（役員報酬の構成） 

第５条 役員の報酬は原則として役員報酬のみとする。 

（支給方法） 

第６条 役員報酬は年額で決定し、その１２分の１の金額を毎月職員給与の支給日に支給す

る。 

２. 支給対象期間は、毎年６月より翌年５月までの任期中の期間とする。 

（通勤手当及び行動手当） 

第７条 役員の通勤、行動にかかる費用については生協より支給する。 

（長欠役員の報酬） 

第８条 役員が病気その他の事由によって長欠した場合、役員報酬は原則としてその任期が満

了するまで減額しない。但し、任期途中において退任した場合はこの限りでない。 

（役員報酬の減額） 

第９条 役員報酬は理事会において、業績その他の事由に応じて減額することができる。 

第３章 役員の定年 

（役員の定年） 

第１０条 常勤役員の定年は６０才から６５才とし、個別常勤役員について理事会で定める。 

２. 常勤役員の任期は、定例総代会から定例総代会とする。 

但し、理事会の議決で変更することができる。 

第４章 役員退職慰労金 

（退職慰労金） 
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第１１条 役員の退職慰労金は、常勤役員が退任する場合に、その在任期間の功労に報いるた

めに総代会の承認を得て支給する。 

（支給条件） 

第１２条 前条の退職慰労金は、役員に次の各号に該当する事由が発生した場合に支給する。 

(１) 任期満了により退任したとき 

(２) 任期中に辞任したとき 

(３) 任期中に志望により退任したとき 

(４) 常勤理事が非常勤理事になったとき 

（決定方法） 

第１３条 退職慰労金の支給額は、役員報酬委員会で審議の上、理事会で決定する。 

算定基準は次の通りとする。 

(１) 退任時の役員報酬の１２分の１×任期×支給係数。 

(２) 「任期」は年とする。端数は月割り処理とし、１ヶ月未満は切り上げとする。 

(３) 「支給係数」は以下のとおりとする。 

専務・常務・理事 ０．７ 

（退職慰労金の減額） 

第１４条 生協の名誉を毀損し、あるいは生協に著しい損害を与えたため退任する役員に対する

退職慰労金は、理事会の議決により減額し、または支給しないことができる。 

（退職功労金） 

第１５条 在任中とくに功労が認められる役員、または在任中に死亡、障害を受けて退任したとき

は、退職慰労金の他に退職功労金または弔慰金を支給することができる。 

２. 退職功労金、弔慰金の額は、退職慰労金の範囲とし、役員報酬委員会で審議の上、理

事会で決定する。 

第５章 付則 

（改廃） 

第１６条 この規則の改廃、変更は理事会において出席理事の３分の２以上の多数による議決を

必要とする。 

（施行） 

この規則は１９６０（昭和３５）年１２月１日より施行する 

この規則は１９７２（昭和４７）年６月１日より改正実施する 

この規則は１９８３（昭和５８）年１２月１日より改正実施する 

この規則は１９９１（平成３）年６月１日より改正実施する 

この規則は２００３年６月１日から改正実施する 

この規則は２００７年４月１日から改正実施する 

この規則は２０１５年１月１日から改正実施する 

 

＜別表＞ 

 月額 

理事長 \30,000

常任理事 \17,000

理事 \7,000

監事 \7,000

顧問 必要に応じ理事会で決定 
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